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1 
 

 緒論 第1章

 

1．1 研究背景 

 船舶は就航後から長期間にわたって運用される．IMO/GBS では疲労強度に関する要件

として設計寿命を 25 年としている．設計段階において，その 25 年に亘る就航期間で船体

構造の健全性が維持されるように配慮する必要がある．船舶は航行中に出会う波浪により

繰返し荷重を受ける．その繰り返し荷重が船体構造に作用することにより，最終強度や降

伏応力より大幅に小さい応力で破壊することがある．この現象を材料の疲労(Fatigue)と呼

ぶ．構造物や機械部品の損傷原因の約 8 割は疲労が関係しているといわれ[1]，疲労強度は

船舶設計時における重要な検討項目のひとつである． 

 ところで，輸送量の増大，船舶からの温室効果ガス削減規制（GHG 規制）の世界動向

により，船舶の取り巻く環境が大きく変化しつつある．GHG を抑制するための手段とし

て（1）エネルギー効率の向上，（２）運航的手法がある[2][3]．構造分野に関わる具体的

な手法として，前者では船舶の大型化・船体重量低減技術が挙げられている．後者では減

速運航，ウェザールーティングによる最適運航や船隊全体の運航管理が挙げられている．

この状況下，特にコンテナ船は大型化がますます顕著となっている．コンテナ船はばら積

み船やタンカーなどの他の一般商船と比較して，大きな船首フレア形状を有する構造とな

っており，船首フレアスラミング等による衝撃荷重によりホイッピングやスプリンギング

（本論では弾性振動応答と呼ぶ）が生じやすくなる．また，船体が大型化すると船体 2 節

振動モードの固有振動周期が長くなり，出会い波周期と近づくため弾性振動応答が起こり

やすくなる．さらにハッチ部の大開口により横断面のせん断中心が船底より下にあり，左

右力によって捩じりモーメントが発生し，斜波中での捩りモーメントが相対的に大きくな

る．特に 2013 年に発生した大型コンテナ船の折損事故を契機として，国土交通省や関係

機関による事故原因調査が実施され，安全対策に対する提言がなされた[4]．事故の主要因

として，弾性振動応答を誘起するスラミングなどの衝撃荷重の影響，船底局部荷重が最終

強度に及ぼす影響，およびこれら荷重および強度の不確実性の影響が挙げられている．こ

の報告書では最終強度に関わる検討が進められ，疲労強度に関する検討は十分に進められ

ていない．この事案により，船体構造の健全性を確保することは保守面での経済性や健全

性が損なわれたときの社会的責任の重さの観点から非常に重要であることが再認識され，
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現在でもこの弾性振動応答の発生応力が疲労寿命や最終強度へ与える影響について盛んに

研究が行われている． 

 軽量化の観点からみると，TMCP 高張力鋼の実用化と FEMを用いた直接強度計算の導

入により，ハイテン率の高い船舶が建造されている．船体軽量化に伴い船体構造部材の高

応力化が生じることとなり，疲労強度の低下が懸念される．また，弾性振動応答により疲

労強度がさらに低下すると考えられるが，その影響度合いを明らかにする必要がある． 

 構造設計者の観点からは，船舶の高性能化と高品質化による他社との差別化，軽量化と

生産性向上によるコストダウンが至上課題となる．現在の事業環境における課題として，

売れ筋船種が短周期で変化することによる受注機会の逸失，円高是正したものの国内外相

手に対する競争激化がある．そのような中，受注競争を勝ち抜くためには，売れ筋船種の

タイムリーな市場投入とコストダウンが必要である．それらを達成するには今までの知識

や経験を基にしたやり方だけでは難しい．今までの知識や経験をベースにしつつも他社に

先んじた新しいやり方を生み出せるか否かが重要な要素になる．品質確保を最大限追求で

きる方法として有効な解決策が数値シミュレーション技術を活用することであると著者は

考える． 

 以上の背景のもと，本論文では，大型コンテナ船を対象とし，大型化による弾性振動応

答が疲労強度に与える影響に関する課題を取り上げ，その解決のために実施した研究につ

いて述べる．以下に疲労強度に関する研究沿革について述べ，本研究の目的を明らかにす

る． 

 

1．2 研究の沿革 

 弾性振動応答を含めた疲労強度を評価するには遭遇海象や船体構造応答の履歴を把握す

ることが重要である．具体的には弾性振動応答の発生頻度や応答量，および疲労強度に与

える影響を明確にする必要がある．その把握にあたっては下記の順序で取り組むこととな

ろう． 

① 実態を把握する．（実船計測から弾性振動応答が船体構造の疲労強度に与える影響を

把握する．）  

② 状況を再現する．（シミュレーション技術を駆使して弾性振動応答が船体構造の疲労

強度に与える影響を把握する．） 

③ 将来の状態を予測する．（仮想の運航状態とシミュレーションを統合させて船体構造
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の疲労強度を予測する．①と②の技術の応用となる．） 

④ 現設計の強度余裕度を今以上に明確にする． 

 

 1.2.1.項では①に関連して実船計測に基づく弾性振動応答が疲労強度に与える影響に関

する既往研究について述べ，1.2.2.項では②に関連してシミュレーション技術に基づく疲

労強度評価に関する既往研究について述べる． 

 

1．2．1 弾性振動応答が疲労強度に与える影響に関する研究 

 コンテナ船の大型化による弾性振動応答が疲労強度に与える影響を知るには，実船計測

が有効であり，様々な会社や研究機関にて実施されてきた．岡田[5]らは，当時世界最大級

の 6,700TEU ポストパナマックスコンテナ船の実船計測を行い，明確なホイッピング波形

が計測されることを示した．計測期間にわたって単純に疲労被害度を計算すると，波浪荷

重による準静的な応答（以降，波浪応答と呼ぶ）に対して弾性振動応答まで含めると疲労

被害度が 2倍になることを示し，注意を喚起した．これ以来，実船計測が多数実施され，

特に大型コンテナ船で弾性振動応答の寄与率が 50%を超えるとの報告が相次いだ例えば

[6]から[14]．これらの実船計測では，船体 2 節の垂直縦曲げの弾性振動応答に着目した分

析を行っているが，個船ごとの差異について明確にされていない．さらに，代表的な振動

モードである水平縦曲げ弾性振動応答とねじり弾性振動応答に着目した分析は始まったば

かりであり先行研究は少ない．Storhaug[11]らは 2,800TEU コンテナ運搬船と 4,400TEU コ

ンテナ運搬船 2 隻の実船計測を行い，波浪応答に対して船体中央部における水平縦曲げ応

力とワーピング応力が疲労被害度に与える影響を考察している．しかし，この当時は垂直

縦曲げ振動成分が疲労被害度に与える影響について考察しているが，水平縦曲げやねじり

振動成分の詳細な考察まで至っていない．その後，Storhaug[12]らは 8,600TEU コンテナ運

搬船と 8,400TEU コンテナ運搬船 2隻の実船計測を行い，横置隔壁の上甲板部応力の計測

結果の分析により捩り振動が発生していることを示し，全疲労被害度に対する振動成分の

寄与が，8600TEU において 14%から 16%，8400TEU において 52%から 55%であったと報

告している．この報告では垂直縦曲げ振動成分と捩り振動成分の合力値で評価しており，

各成分に対する疲労被害度の寄与度の分析はされていなかった．Kim[13]らは 13,000TEU

コンテナ運搬船を対象として縦曲げ振動とねじり振動の成分分離を行い，各成分がアッパ

ーデッキの疲労被害度に与える影響について調べ，垂直縦曲げ応力が支配的な成分である

と報告している．一方，Ki[14]らは 14,000TEU コンテナ運搬船の実船計測結果から，船体
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中央部の縦強度部材とハッチコーナーの疲労強度に関して，弾性振動応答の寄与が半分，

あるいはそれ以上であり，ねじり弾性振動応答の全疲労被害度に対する寄与率は船体中央

部の縦強度部材に関しておよそ 10%，ハッチコーナーに関しておよそ 20%から 30%であ

ったと報告し，ハッチコーナーに関してはねじり弾性振動応答の寄与が大きいとした．こ

のようにねじり弾性振動応答の影響度合いのばらつきの要因を明らかにすることが課題と

して残されている．大沢ら[15][16]は一般性のある高周波影響の評価手法は未だ確立され

ていないと述べ，実船の荷重パターンを模擬した疲労試験を実施している．試験サンプル

数が少ないものの，定荷重振幅 SN 線図と重畳疲労試験等価応力 SN 線図の 50％非破壊の

線図と一致するように修正した上で，レインフローカウント法と修正マイナー則を用いる

ことにより近似的に疲労寿命を評価できるとした． 

 実船計測は運航上で起きうる実態を正確に把握できる．一方で，IoT 技術が日進月歩で

発展しているが，メンテナンスコスト等の都合もあり計測期間は数か月から数年に留まり，

長期的な実態を把握するには不十分である． 

 

1．2．2 シミュレーション技術に基づく疲労強度評価に関する研究 

 長期的な実態を把握する手段としてシミュレーション技術を活用することが挙げられる．

疲労強度評価のためのシミュレーション技術は大きく２つに分離される．ひとつは規則波

中の各部の応力計算結果を重ね合わせる手法（荷重―構造応答一貫解析と呼ぶ．）である．

もうひとつは，直接応答解析により応力時系列を求める手法である．以下に両者の研究沿

革について述べる． 

1.2.2.1. 荷重―構造応答一貫解析 

 1990 年代頃，バルクキャリアやタンカーのホールドモデルを対象として，離散化解析

手法が実用化されている[17]．著者が所属していた会社（旧ユニバーサル造船）において

もこのシステムを開発してきた．離散化手法とは単位荷重毎に各構造部材の応力を予め計

算しておき，この値を応力影響係数として個々の荷重ケースに対して線形重ね合わせを行

うものである．この当時の計算機性能では，データ容量の問題から同時に解析対象として

選択できる要素は数箇所に限られており，対象外の要素の応力応答関数を求めるには再計

算を行う必要があった．さらに，離散化解析の特性上，内外圧荷重のプロファイルを表示

する機能を有していないため，荷重の負荷状態を視覚的に把握することが困難であった． 
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近年の計算機性能の発展，および全船 FEM モデルの取り扱いが容易となり，離散化解

析法ではなく，Fig. 1-1，Fig. 1-2 に示すように規則波中の実荷重パターンとして内外圧の

位相を考慮して直接負荷する方法が開発された [18][19][20] ．構造解析により直接的に応

力応答関数を求め，その応答関数に短期予測，長期予測を施すことをベースとする荷重-

強度一貫解析の概略フローを Fig. 1-3 に示す．荷重ケースは「波向き×波周期×位相(×波高)」

の組み合わせ数となる．この手法で疲労強度評価を行う場合，S-N 線図と応力の長期分布

を用いることが一般的によく知られている．しかし，弾性振動応答が疲労強度に与える影

響を考慮できないことが課題である． 

 

 

Fig. 1-1 Example of wave pressure load. 

 

Fig. 1-2 Example of inertia load of container weight. 
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1.2.2.2. 弾性振動応答の直接解析 

 前述の手法では弾性振動応答を評価できないと述べた．弾性振動応答を定性的・定量的

に評価するためには船体形状と液面変動等による非線形性を考慮した構造-流体連成-時刻

歴過渡応答解析手法が不可欠である．非線形性は非線形ストリップ法，3D パネル法や

CFD を用いることで考慮できる．また，計算機の性能向上に伴い，構造解析に全船 FEM

を用いることが可能となってきた．  

 飯島らは，積荷の重量を含めた三次元有限要素モデルにて固有モード解析を行い，

SSODAC(Shell Stress Oriented Dynamic Analysis Code)を用いて，不規則波中の剛体運動と弾

性変形各モードのモード座標時系列を得て，不規則波中の応力時系列を得る手法を開発し

ている[21]．この応力時系列からレインフローカウント法により作用応力の頻度を求める

ことを全ての短期海象について繰り返し，波浪頻度表と重ね合わせることで，一生涯に渡

る作用応力の頻度を推定している．飯島らは弾性振動応答による影響を抽出するために，

応力時系列の高次成分をフィルター処理により切り取った場合（弾性振動応答なし）と，

そうでない場合（弾性振動応答あり）の疲労被害度の比較を行い，弾性振動応答が疲労被

害度に与える影響を評価した[21]．しかし，実船計測結果との検証はなされておらず，評

価結果は計算の前提条件に左右されると述べられている．また，計算条件として波向きを

向波に限定している． 

 松井らは非線形 STRIP 法ベースの時系列荷重計算システム NMRIW-Ⅱを開発し[22][23]，

大型コンテナ船の分割弾性模型を用いた水槽試験と比較して良好な結果を得ている．また，

NMRIW-Ⅱにて得た荷重を FEM に受け渡して時系列過渡応答計算する手法を開発している．

Kimらはランキンパネル法をベースとした時系列荷重計算システムを開発し，BEM と

FEM の相互連成を考慮した流体－構造連成を考慮した過渡応答解析を開発した [24]．

DNV-GL ではパネル法に基づく時系列荷重解析システム(WASIM)を開発している[25][26]．

CFD に関しては耐航性の研究分野で適用事例が多くみられる[27] [28][29]．高見らは CFD

と FEM を組み合わせた手法を構築している[30][31]．計算精度は CFD＞パネル法＞ストリ

ップ法となるのが明らかであろうが，CFD の課題として，船体運動を 1 分間計算するため

に，1 ケースあたり 15 日ぐらいかかる．1 時間程度の短期海象中の波浪荷重を求めるには

900 日かかることとなり，まだまだ計算能力の向上が必要であること，規則波中での検討

がほとんどであり，不規則波中での適用例は調査した範囲では見つからなかったことが挙

げられる．また深沢らは大型コンテナ船を対象として，４つの弾性振動応答を含む動的応

答計算プログラム（波浪中の船体縦強度に関する非線形船体応答計算プログラム）につい

てのベンチマーク計算を実施している．ホイッピング振動を含む縦曲げモーメントと上下
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加速度の比較を行った結果，４つの計算コードは，波浪変動成分についてはほぼ同程度の

推定ができているものの，弾性振動応答については，各コードで差が生じることが分かっ

た．このように，波浪変動成分がほぼ一致している場合も，スラミング衝撃の推定の違い

により，弾性振動応答や最大荷重等は異なってくるため，船体損傷を議論する場合は，弾

性振動応答をも含めた計算コードの十分な検証が必要であろうと述べている[32][33]． 

 著者の所属する会社でも船体運動・波浪荷重計算手法を確立している．大波高による水

面形状変化を時々刻々適切に処理する手法を組み込んだランキンソース法が将来的に最も

有望と考え，非定常・非線形時刻歴船体運動計算と Newmark-β 法による船体の動的弾性

応答計算を組み合わせたシステムを開発した[34]．この計算手法は船体形状変化による非

線形性を適切に評価でき，大波高，時間領域での計算に対応できる．  

 解析精度の観点からは，計算機の性能に依存するが，モデルはできるだけ精緻なものを

用いることが望ましい．時刻歴過渡応答の流体－構造連成解析に適用可能なモデル規模は

スーパーコンピューター「京」を用いることで約 5000 万自由度（約 875 万要素）の有限

要素モデルにて計算が可能になっている[35]．大規模モデルを用いた検討事例は今後も出

てくるであろう． 

 この手法の特徴としては大波高による非線形性を考慮できること，評価したい箇所の応

力値が時系列データとして得られることであり，これらを頻度解析や統計解析することで

弾性振動応答を含めた疲労強度評価が実施できる．一方，疲労強度評価のためには，船舶

の稼働期間にわたる全ての応力の頻度分布が必須であることから，多数の異なる海象状態

と運用下での船の応答が非線形特性も含めて調査されるべきである．解析フローを Fig. 

1-4 に示す．荷重ケース（海象の選択）は「波向き×波周期×波高」の組み合わせ数となる．

したがって，波向きを 25 ケース（15 度ピッチ），波周期を 14 ケース（3 秒から 16 秒），

有義波高を 10 ケースとすると 3500 ケースもの海象にて計算を実施する必要がある．また，

有意な頻度分布や統計値を得るためには 1 海象あたり 60 分以上の時系列データが必要と

なる．過渡応答を取り扱うので解析の時間刻みも小さくする必要があること，流体―構造

連成を考慮するために流体のモデル化が必須となることから，上述の時刻歴過渡応答解析

手法は荷重－構造応答一貫解析と比較して膨大な計算量と計算時間を必要とすることが課

題である．  
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Fig. 1-3 荷重-構造一貫解析の概略フロー 

耐抗性計算（規則波）

加速度 波浪変動圧

内圧

（コンテナ慣性力、液体、粒状）
構造解析モデル（FEM）

船体形状データ

構造解析（静解析）

計算ケース：

波向き×波周期×位相

応力評価箇所

応力応答関数

短期予測

波スペクトル

長期予測

波浪頻度分布

最大荷重

降伏強度評価 座屈・最終強度評価 疲労強度評価

S-N線図

応力長期頻度分布
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Fig. 1-4 弾性振動応答の直接解析の概略フロー 

 

耐抗性計算（不規則波）

加速度 波浪変動圧

内圧

（コンテナ慣性力、液体、粒状）
構造解析モデル（FEM）

船体形状データ

構造解析（過渡応答解析）

計算ケース：

波向き×波周期×波高

応力評価箇所

応力時系列データ

応力の短期頻度分布

（弾性振動応答含む）

長期の疲労被害度（線形重ね合わせ）

波浪頻度分布

疲労強度評価

短期の疲労被害度

S-N線図

応力の短期頻度分布

（波浪成分）
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1．3 研究の目的 

 前節にて現在の弾性振動応答を考慮した疲労強度評価法での課題点を整理した．まとめ

ると下記の 3 点に集約できる． 

１． 実船計測が疲労強度評価する上で一番正確である．しかし，センサーや計測機器

のメンテナンスの都合上，長期的な実態を把握することは難しい．そのため，シミュ

レーション技術を援用して，現象を把握することが望まれる． 

２． S-N 線図と応力の長期分布を用いて疲労被害度を求める荷重－構造応答一貫解析手

法が一般的によく知られているが，その手法では弾性振動応答が疲労強度に与える影

響を考慮できない．  

３． 弾性振動応答を解析的に定性的・定量的に評価するためには船体形状と液面変動

等による非線形性を考慮した構造-流体連成-時刻歴過渡応答解析手法が不可欠である．

疲労強度評価のためには，船舶の稼働期間にわたる全ての応力の頻度分布が必須であ

ることから，多数の異なる海象状態と運用下での船の応答が非線形特性も含めて調査

されるべきである．しかし，時刻歴過渡応答解析手法は膨大な計算量と計算時間を必

要とする．つまり，計算時間の短縮（計算高速化）と簡易推定手法の構築が課題とし

て挙げられるが本論では後者を課題とする．簡易推定手法の構築にあたっては弾性振

動応答と海象の相関関係を明らかにすることが課題となる． 

 

 本論文ではこれらの課題点を解決するために「船体モニタリング」と「疲労被害度算定

方法（1.2.2.1.で述べた手法）」と「弾性振動応答の定量的推定（1.2.2.2.で述べた手法）」

を統合し，これらの技術を基にした新しい「弾性振動応答を考慮した簡易的な疲労強度推

定手法」を提案することを目的とする．この手法により，数値計算にかかる工数を削減し，

あらゆる海象に対して弾性振動応答を考慮した疲労強度評価が可能となることが期待でき

る． 

 

 

 

 

 



11 
 

1．4 本論文の構成 

 本論文では，第 1 章で，弾性振動応答が疲労強度に与える影響およびそれらの解析手法

に関する研究背景を整理し，現在の弾性振動応答を考慮した疲労強度評価法での課題点を

示し，本研究の目的について述べた．第 2 章「実船計測に基づく弾性振動応答が疲労強度

に与える影響」では，弾性振動応答を含む疲労被害度をスペクトル法により統計値で表さ

れることを示す．さらに，実船計測に基づいて，スペクトル法を用いた疲労被害度と，一

般的な疲労被害度の算出手法であるレインフロー法との結果比較を行い，スペクトル法を

用いた疲労被害度算出方法の実用性を示す．第 3章「実船計測に基づく，簡易推定手法構

築のための相関式の検討～弾性振動応答と海象の相関関係～」では，弾性振動応答を含む

疲労被害度をスペクトル法にて算出することとし，弾性振動応答の影響をより簡易的に取

り扱うために，実船計測に基づいて弾性振動応答と遭遇海象の相関関係について明らかに

する．また，ねじり振動応答が疲労被害度に与える影響についても論じる．第 4 章「弾性

振動応答を考慮した疲労強度の簡易推定手法の提案」では，弾性振動応答を考慮した疲労

被害度を算出するにあたって課題であった計算量と計算時間の多さを解決するため，新し

い「弾性振動応答を考慮した簡易的な疲労強度推定手法」を提案する．第 5 章「弾性振動

応答を考慮した疲労強度の簡易推定手法の適用範囲の検証」では，提案手法の大型コンテ

ナ船に対する適合性検証を行い，その結果について論述する．第 6 章では，以上の研究成

果をまとめ，総括する． 
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 実船計測に基づく弾性振動応答が疲労強第2章

度に与える影響 

 

2．1 緒言 

 本研究では船体縦強度部材に対し，効率的かつ高精度が期待できる弾性振動応答を考

慮した疲労被害度の簡易推定手法を構築する．そのために従来手法である荷重－構造応

答一貫解析を用いた疲労強度評価手法に準じつつ，弾性振動応答が同時に作用する場合

においても適用できるように拡張する．新しい「弾性振動応答を考慮した簡易的な疲労

強度推定手法」を提案するにあたって，まずは実船計測から弾性振動応答が船体構造の疲

労強度に与える影響を明らかにする．  

 ここで，疲労強度評価において一般的にマイナー則に基づく疲労被害度が適用され，

式(1)で表される．この  が 1 に達した時に疲労破壊に至ると考えるのが船型累積疲労被

害度の基本的な考え方である． 

  ∑
  

  
                                                                                       

     
                (2) 

D：累積疲労被害度 

  ：応力範囲 

  ：  の頻度 

  ：  での破断繰返し数 

   ：  と  を用い S-N 曲線の疲労強度指数と疲労強度係数 

 

 応力の頻度分布を求める方法は，レインフローカウント法や標準偏差で表す方法がある．

本研究の最終目的である簡易推定手法を提案することに対し，スペクトル法は統計値を取

り扱う算式となっていることから簡易推定手法に適合し易いと考える．そこで，本論では

弾性振動応答と波浪応答の 2 つの成分が含まれる応力を取り扱うこととし，疲労被害度を

応力の標準偏差で表す方法を用いる．以下にその方法を説明する．添え字   を用いて低
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周波成分の応力スペクトル     と高周波成分の応力スペクトル     に分けると，2つの

振動成分が含まれるときの n 次のモーメント  は以下のようになる． 

          ∫   
 

 

        ∫   
 

 

                              

 

 ガウス過程かつ狭帯域で極値がレイリー分布に近似できる場合，評価期間   [sec]におけ

る疲労被害度は応力の標準偏差√  と 関数を用いて以下のように表すことができる

[36][37]． 

       
    
 

( √   )
 
 (

 

 
  )                                           

 

 本論文では特段の断りが無ければ強度等級を Fとし，   ，           とする．

  は繰り返し荷重の平均周波数である． はガンマ関数である．応力の低周波成分の標準

偏差を√    ，高周波成分の標準偏差を√    とし，それぞれの平均周波数    と    を用い

ると  は下記のように表すことができる． 

   
 

  
√
         

         
 √

    
          

     

         
                      

ここで， 

     
 

  
√
    

    
      

 

  
√
    

    
 

よって，式(4)(5)より，式(6)となる． 

       √
    

          
     

         

  

 
( √           )

 
 (

 

 
  )           

弾性振動応答の波浪応答に対する標準偏差の比を とし，  √
    

    
を用いて，式(6)を以下

に変換する． 

       √    
        

 

    

  

 
( √           )

 

 (
 

 
  )                

 

 上式を「スペクトル法」と定義する．この式では応力範囲の打ち切り限界は設けていな

い．なお， を求める手順は 2.3.2 項で述べる．累積した疲労被害度を各疲労度の線形和で

表せば，    ∑        となる．これにより，船体構造応答の標準編差を用いて疲労被害

度を表すことができた．従って，弾性振動応答の波浪応答に対する標準偏差の比（ ）と
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船体構造応答の標準編差の統計的性質を明らかにすることが重要課題となる．ここで，式

(7)は 2 つの応力成分の振動数が十分に離れた狭帯域のガウス過程とみなせる場合の最も単

純な組み合わせ手法であり，船底スラミング等の過渡応答を伴うような高周波振動はガウ

ス過程では十分な精度で表すことができず，高周波振動の第 1 波目のピーク値がレイリー

分布に従う過渡減衰振動として扱う方法や，広帯域の場合の修正係数を用いるなど様々な

方法[36]が提案されている．一方，長期間かつ様々な海象下にて実船に対してこれらの適

用性を検討した事例は，著者らが調査した限りでは見当たらなかった．そこで，本章およ

び次章にて，スペクトル法の適用性について述べる．まず本章では実船計測に基づいて，

一般的な手法であるレインフローカウントによる疲労被害度との比較を行う．  

 

2．2 実船計測概要 

2．2．1 対象船 

 実船計測を行った船はジャパン マリンユナイテッド(株)にて建造した 8600 個積コンテ

ナ船で，その主要目を Table 2-1 に示す．計測は 2012 年 5 月から 2016 年 9月にかけて行っ

た．計測した項目を Fig. 2-1 に示す．各位置にひずみゲージを貼り付け，上甲板縦応力と

船底部縦応力を求めた．ここで，船体中央部上甲板左舷応力を    ，船体中央部上甲板

右舷応力を    ，船体中央部船底左舷応力を    ，船体中央部船底右舷応力を    とす

る．その他の計測点の名称は Table 2-2 に示す． 

 

Table 2-1  Basic characteristics of the container ship. 

LOA 334.5 m (approx.) 

Breadth 45.6 m 

Depth 24.4 m 

Design Draft 14.0 m 

Gross Tonnage 97,000 ton (approx.) 
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Fig. 2-1 Sensor arrangement 

 

Fig. 2-2  Sensor arrangement at each section. 

Table 2-2  Sensor list. 

DAP/DAS deck at aft port/starboard 

BAP/BAS lower longitudinal bulkhead at aft port/starboard 

DMP/DMS deck at mid-ship port/starboard 

BMP/BMS lower longitudinal bulkhead at mid-ship port/starboard 

DFP/DFS deck at fore port/starboard 

BFP/BFS lower longitudinal bulkhead at fore port/starboard 

L-1 deck at accommodation area(fore) at port side 

L-2 deck at accommodation area(aft) at port side 

 

DAP/DAS

BAP/BAS

DMP/DMS

BMP/BMS

DFP/DFS

BFP/BFS
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2．2．2 遭遇海象 

 船の構造応答と海象との相関関係を調査するには，有義波高，平均波周期，および相対

波向きなどの海象情報を収集する必要がある．波浪推定手法は以下にまとめられる． 

（1）船舶へのレーダーシステムの設置 

（2）波予報データ（Forecast） 

（3）Hindcast 

（4）波浪に対する船体応答を利用した推定手法 

 

 (1)のレーダーシステムは，海表面の波反射を計測して波浪状態を推定するものであり，

風速 3m/s 以上で海面の波浪変動が比較的大きい状態[38]においては遭遇海象を正確に表す

と考えられる．レーダーシステムによって得られるパラメータとしては，波高，波周期，

波向き，波スペクトル等がある．ただし，対象船においてはレーダーシステムを搭載した

ものの，システムの未起動や機械の不具合等により統計分析するのに十分な数のデータを

取得することができなかった．(2)の Forecast データは気象庁の全球計算に基づく 11 日間

先まで（6 時間毎に 264時間先まで）の予報データが使用されている[39]．船の位置情報

と時刻を基に時空間補正を行うことで 1 時間の短期海象中の有義波高，平均波周期，平均

波向きを得ることができる．(3)の Hindcast データは全球波浪推算データベースに基づいて

推定される．全球波浪推算データベースは NCEP(National Centers for Environmental 

Prediction)の海上風客観解析値を入力値とし，波浪モデル（WAM）を用いて計算したもの

である[40]．得られるパラメータとしては，1 時間の短期海象中の有義波高，波周期，波

向き，波スペクトル，風向・風速等がある．ただし，本実船計測においては入手するには

コストがかかるため，すべての計測期間中でのデータは取得できていない．（4）の波浪

に対する船体応答を利用した推定手法として，Nielsen et al. [41]らにより船体運動から海象

を逆解析する手法が試みられている．また近年では機械学習を用いて海象の逆解析する手

法も研究されている[42][43]．しかし，実用的に使用するには精度検証を十分に行う必要

がある． 

 本研究では，SEA-NAVI®を用いて Forecast を入手した．この海象データは気象庁の全

球計算に基づく予報データであり，1 日に 2 回（0 時と 12 時）に配信される．この予報デ

ータに関してはこれまでに行った船上計測データと海象予報データの比較検証により予報

発表後の 2日程度の期間は実海象と概ね一致することが確認されている．そのことから
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12 時間経過毎に海象データを最新のものに更新する手法を採用した．ただし，どの程度

正確に予測できているか，実用性を調査する必要がある．そこで，Fig. 2-3 に 2015 年 07

月 05 日から 2015 年 07月 31 日のアジア－北米航路と，2015 年 08 月 01 日から 2015 年 08

月 31 日の喜望峰を経由した北米－アジア航路にてレーダーシステムによる計測値と

Forecast の有義波高との比較検討した例を示す．Fig. 2-4 にレーダーシステムによる計測値

と Forecast の有義波高との比較を示す．平均波周期も Fig. 2-5 に示す．これらの図より

Forecast とレーダーシステムは概ね一致していることがわかる．以上の考察結果より，

Forecast データを使用して船体構造応答と海象との関係を調査することは差し障りがない

と言える． 

本研究では，データの統計的な定常性を確保するために，船速は 0.1 ノット以上，また

は， 1 時間以内に針路または船速が大幅に変化した状態は排除し，計測全期間の中から

19,897 個の海象を抽出した．その結果を Fig. 2-6 に示す．相対波向き，有義波高，平均波

周期，船速の度数分布表を Fig. 2-8 と Fig. 2-9 に示す．ここで，向波，斜向波，横波，斜

追波，追波は Fig. 2-7 に示す通り 180°±22.5°，135°±22.5°または 225°±22.5°，90°±22.5°また

は 270°±22.5°，45°±22.5°または 315°±22.5°，0°±22.5°と定義する．上記の期間で本船が遭

遇した海象の頻度分布を Fig. 2-6 に示す．遭遇海象に関し，向波は他の遭遇波向きよりも

頻度が多いことが観察され，横波との遭遇はそれほど頻度が多くない．全海象のうち

91％は有義波高 3 m以下であり，遭遇の 69％は 8〜12 秒の平均波周期であった．これら

の観察から，遭遇した海象は概して穏やかだったと推測される． 

 

Fig. 2-3 Asia–North America route from 2015/07/05 to 2015/08/31. 
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Fig. 2-4 Comparison between the wave radar and forecast for the significant wave height. 

 

 

Fig. 2-5 Comparison between the wave radar and forecast for the mean wave period. 
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H\T 0.0-2.0 2.0-4.0 4.0-6.0 6.0-8.0 8.0-10.0 10.0-12.0 12.0-14.0 14.0-16.0 16.0- SUM

0.0-1.0 176 836 2514 1368 547 597 67 14 6119

1.0-2.0 918 3067 1925 1365 423 200 17 7915

2.0-3.0 4 1432 1235 765 453 222 34 4145

3.0-4.0 194 572 277 155 49 1247

4.0-5.0 2 200 96 64 22 384

5.0-6.0 50 11 13 10 3 87

SUM 176 836 3436 6063 4529 3111 1175 517 54 19897  

Fig. 2-6  Frequency of sea state during measurement term. 

 

 

Fig. 2-7 Relative direction considering the encountered waves and ship heading angle. 
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Fig. 2-8 Frequency distribution table of encountered wave direction (oblique and beam sea covers wider 

range of angle including waves from both sides of the ship) and that of significant wave height. 

 

 

Fig. 2-9 Frequency distribution tables for mean wave period and ship speed. 
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2．3 スペクトル法の実用性の検証 

標記手法の適用性を検証するため，レインフローカウント法(RF) を用いて累積疲労被害

度を計算した結果と比較する． 

2．3．1 評価対象点 

 下記の 5 か所とする． 

 

 船体後部（居住区前）（Fig.2-1 の橙色部） ：L-1 

 船体後部（居住区後）（Fig.2-1 の青色部） ：L-2 

 船体後部アッパーデッキ左舷   ：DAP 

 船体中央部アッパーデッキ左舷   ：DMP 

 船体前部アッパーデッキ左舷   ：DFP 

2．3．2 弾性振動応答成分と波浪応答成分の標準偏差の比 

 弾性振動応答の統計的特性を詳細に調べるにあたり，弾性振動応答と波浪応答成分に分

離し，各々の標準偏差の比を と定義する．下記の手順にて を求めた． 

(1) 応力時系列データを 1 時間毎に切り分ける． 

(2) 高周波成分を含む応力時系列データ（これ以降は RAW と呼ぶ）から波浪応答のみを

抽出するためにカットオフ周波数 0.3Hz のローパスフィルターをかける．これ以降，

0.3Hz 以下の応力データを波浪応答または低周波成分(LF)と呼び，0.3Hz 以上の応力デ

ータを弾性振動応答または高周波成分(HF)と呼ぶ． 

(3) この低周波成分と高周波成分それぞれの標準偏差を求める．なお，低周波成分に関し，

ゼロアップクロス法を用いてゼロクロッシング周期を求める． 

(4) 高周波成分と低周波成分の標準偏差の比をとる．この比を と定義する． 

2．3．3 検証結果 

 Fig. 2-10 と Fig. 2-11 に短期海象毎の疲労被害度（      ，      ）の比較結果を示す．短

期海象中において，波浪応答に関して        と        は概ね一致している．RAW で

は    よりも    の方が 1.249 倍高めの結果となり，RAW では LF と比較してばらつきが

大きくなった．このばらつきいの要因として上述のように 2 つの応力成分の振動数が十分



22 
 

に離れた狭帯域のガウス過程とみなせる場合の最も単純な組み合わせ手法であることが考

えられる．つぎに実船計測期間中の累積疲労被害度を求め，Table 2-3 にまとめた．また，

Fig. 2-12，Fig. 2-13 に各計測点での累積疲労被害度を示す．船体中央部アッパーデッキ左

舷(DMP)における累積疲労被害度は波浪応答に関して       と       は概ね一致してい

る．RAWでは   よりも   の方が 1.26 倍高めの結果となる．よって本船では標準偏差を

用いる方法で疲労被害度を評価すると安全側の評価となった． 

疲労被害度に関して次の特徴がみられた． 

 居住区前側（L-1）は DAP 位置での疲労被害度よりも大きくなっている．居住区前側で

はワーピング応力が大きくなるためである． 

 居住区後側（L-2）は居住区前側（L-1）よりも疲労被害度が相対的に小さくなっている．

ただし，弾性振動応答を考慮すると疲労被害度は 3 倍近くなり，DMP 位置よりも弾性

振動応答が疲労被害度に与える影響は大きい．これらの要因のひとつとして弾性振動

応答として 2 節振動だけでなく高周波成分（例えば 3 節振動）がでていることが挙げ

られる．詳細は，第 5 章にて実施するシミュレーション結果と合わせて考察を行う． 

 弾性振動応答が疲労被害度に与える影響として，計測期間中の累積疲労被害度は波浪

応答で               ，RAW で                となることから，2.51 倍の差

がみられた．本船の累積疲労被害度と他文献調査結果を Table 2-3 に示す．本論の結果

は他研究の結果と比較してやや大きくなっているが，概ね同等であるといえる． 

 以上の結果より，スペクトル法による疲労被害度は船体構造の縦強度部材に対する疲労

強度評価として実用的に適用可能であることを確認し，さらに計測位置毎の疲労被害度の

差異について考察した．しかし，北村ら[44]は，以下のように述べており，疲労設計へ織

り込む際にはさらなる検討が必要であろう． 

「弾性振動応答等の波浪に 起因する大型船の船体振動は近年になって発生し始めた新

事象では無い，従って疲労損傷実績に基づいてキャリブレーションされてきた，乃至は，

安全率を陽に確保する半経験的疲労寿命評価手法に於いては，例えホイッピ ングが陽に

考慮されていなくても，その影響は陰に織り込まれてきた，と解釈すべき点である．手続

き上，波浪縦曲げ変動応力のみ考慮する伝統的な疲労強度設計法に基づいていても，船体

縦強度部材，特に一般的な上甲板 構造部材の疲労損傷が頻発しておらず，重点的な監

視・ 管理対象とはなっていないとの実績が，これに対応する．過去，モデル試験や実船

モニタリングの結果を基として，北大西洋航路や北太平洋航路に限らず，World-wide 航路

や極東～欧州航路に就航する大型船舶であっても，船体縦強度部材の疲労被害度が，ホイ

ッピング等の船体振動の影響を考慮すれば，最大で 7 倍超から少なくとも 2 倍超になる
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(波浪縦曲げよりも船体振動による疲労被害が支配的)という主張がある[45][10]．実際に

2.0 の疲労被害度を 1.0 に戻す為には，例えば 32 キロ級高張力鋼ベースの船体縦強度設計

を，軟鋼ベースに変更する様な抜本的対策を要する．しかし，北太平洋航路等に専ら就航

した大型船での豊富な長期「非」損傷実績(注：最近の構造設計 に比較して旧設計船では，

縦通肋骨への不等辺型鋼の採用や交差溶接結合部の端部形状や防食対策などで，疲労強度

への配慮が劣る)を，実際的に説明できなければ，説得力を持たないと考える．即ち，ホ

イッピング等の船体振動の長期的な影響を無視してはならないが，過剰反応もすべきでは

ない．」 

 

 

Fig. 2-10 Comparison of fatigue damage of low frequency between ΔDrf and ΔDnb. 
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Fig. 2-11 Comparison of fatigue damage with high frequency between ΔDrf and ΔDnb. 

 

Table 2-3 Cumulative damage factors of each method (Measurement). 

                                       

DMP 0.01106 0.03616 0.01135 0.02859 

DAP 0.00691 0.02440 0.00673 0.01584 

DFP 0.00364 0.01053 0.00349 0.00687 

L-1 0.00899 0.02200 0.08920 0.01705 

L-2 0.00273 0.00871 0.00264 0.00752 
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Fig. 2-12 各センサー位置での疲労被害度（レインフロー法） 

 
Fig. 2-13 各センサー位置での疲労被害度（スペクトル法）  
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Table 2-4 弾性振動応答が疲労被害度に与える影響に関する文献調査結果 

Ship Type 
Fatigue Damage 

 ：(D(LF+HF)/D(LF)) 
reference 

8600TEU 2.51 本論 

14000TEU 2 倍以上 H.G. Ki et.al [14] 

4600TEU 1.53 

[46] 

14000TEU 1.75 

8600TEU 
2.27(航路:East-Asia to Europe) 

2.38(航路:North Pacific) 
G. Storhaug et.al [12] 

8400TEU 1.72 

14000TEU 2.36 Helge Rathje et.al [8] 

13000TEU 

水槽試験の結果 

1.88 (波向き 0 度：head sea) 

2.45 (波向き 30 度) 

3.50 (波向き 60 度) 

[47] 

2800TEU 1.35 

[48] 

4000TEU 1.85 

4400TEU 1.41 

4400TEU 
水槽試験の結果 

1.59 

8600TEU 
水槽試験の結果 

7.14 
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2．4 2 章のまとめ 

本章では，縦強度部材の疲労被害度の簡易推定手法を提案するにあたり，統計値を取り

扱う算式となっていることから簡易推定手法に適合し易いと考え，スペクトル法を用いた

疲労被害度算出方法である   の実用性を検証した．得られた結論を以下に示す． 

 

1. スペクトル法による疲労被害度   とレインフローカウント法を用いて累積疲労被害

度   を 1 時間の短期海象毎に比較した結果，波浪応答に関して Δ   (  )と Δ  𝐵(  )

は一致し，RAW では Δ   よりも Δ  𝐵の方が 1.249 倍高めとなることを確認した．し

たがって本船では標準偏差を用いる方法で疲労被害度を評価すると安全側の評価とな

った．他の４つの評価対象点においても同様に安全側の評価であった． 

2. RAW では LF と比較してばらつきが大きくなった．このばらつきいの要因として 2 つ

の応力成分の振動数が十分に離れた狭帯域のガウス過程とみなせる場合の最も単純な

組み合わせ手法であると考察した． 

 

以上の検討結果より，スペクトル法による疲労被害度は船体構造の縦強度部材に対する

疲労強度評価として実用的に適用可能であることを確認した． 
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 実船計測に基づく，簡易推定手法構築の第3章

ための相関式の検討         

～弾性振動応答と海象の相関関係～ 

 

3．1 緒言 

 2 章では，実船計測に基づいてスペクトル法による疲労被害度算出の実用性を示した．

本章では実船計測に基づいて，波浪応答の標準偏差√    および弾性振動応答のパラメー

タである  の統計的性質について考察し，海象との相関関係を明らかにする．そのために，

弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比 ( ) を海象毎に整理して，疲労強度に与える影響

について明らかにする． 

 ここで，弾性振動応答に含まれる周波数成分として，垂直縦曲げ振動，水平縦曲げ振動，

ねじり振動，軸方向の伸縮振動がある．これら個々の振動が弾性振動応答に与える影響を

把握しておくべきである．その理由として以下の事が挙げられる．コンテナ船では，大

型化により船体 2 節の垂直縦曲げ振動応答，ねじり振動応答ともに固有振動数が低下し

てきている．そのためスラミング等の衝撃荷重によって誘起される船体 2 節の垂直縦曲

げ振動，およびねじり振動が波浪による応力応答に重畳することにより，過大な応力が

発生することが懸念され，船体構造設計において解決すべき重要な項目として注目を集

めている．船体構造設計の観点から見ると，これらの現象に対し，使用する鋼材の強度

余裕度を把握し，適切な安全率をもっておくことが船の健全性を保つ上で非常に重要で

ある．1.2.1.で述べたように，過去に行われた実船計測では，船体 2 節の垂直縦曲げ振

動応答に着目して分析を行い，弾性振動応答が疲労強度に与える影響が表れたと報告し

ている．一方，ねじり振動に着目した分析は近年始まったばかりであり文献は少ない．

波長と船長の関係から，向波中よりも斜波中の方が船体縦曲げ応力が大きくなるとの報

告もある．[49] 

これらの文献によるとその影響度合いは個々の船でばらつきがあり，相関性のあるパ

ラメータが解明されたとは言えない．このばらつきの基で安全率を考慮すれば，強度過

剰または過少な構造となり，経済性または安全性が損なわれる可能性がある．船体構造

様式の違いがあるものの，ばらつきの要因として，各成分の高周波振動が疲労強度に与

える影響が十分に明確になっていないことが考えられる．  
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 さらに，本論では，波浪衝撃に起因するホイッピングやスプリンギングを弾性振動応

答と定義したが，ホイッピング現象が比較的多く観察される海象（ホイッピングが支配

的な海象）とスプリンギング現象が比較的多く観察される海象（スプリンギングが支配

的な海象）に分け，各々が疲労強度に与える影響について調べておく必要がある．ただ

し，遭遇した全ての海象において，時系列グラフを目視により観察し，ホイッピングま

たはスプリンギングと思わしき弾性振動応答を抽出する方法では，膨大な分析作業量と

なることが想像に難くない．そこで，弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比 ( ) を海象

毎に整理するにあたって，多くの計測データからホイッピング現象が起きたと思わしき

データを機械的に抽出することが求められる． 

 そこで，本章では，8600TEU コンテナ船の約 4 年間の実船計測を元に，波高，相対波

向き，波周期と船体縦曲げ成分，および捩り振動成分に起因する弾性振動応答との関係

を明確化するため，計測した船体中央部断面の応力値から波浪中垂直縦曲げ応力，波浪

中水平縦曲げ応力，ワーピング応力および軸応力の 4 成分に分離し，各成分に対する弾

性振動応答の統計的特性を調べた．さらに，垂直縦曲げ応力成分に着目して，応力と海

象・船速との相関関係の抽出を試みた．この相関関係を明確化することにより，信頼性

の高い船舶構造設計の実現，船舶航行中に遭遇する厳しい荷重条件を回避する操船に資

する．さらに， によりホイッピングとスプリンギングを区分けし，各々の疲労被害度

へ与える影響を調査した． 

 

3．2 弾性振動応答の分析方法 

3．2．1 応力の分離方法 

 実船計測で得られたある断面 4 隅の計測データを元に垂直縦曲げ応力，水平縦曲げ応力，

ワーピング応力，軸力の 4 成分に分離できる[50]．上甲板側 2 点と船底側 2 点はそれぞれ

左右対称であり，垂直縦曲げ応力成分は   と   ，および   と   の符号が一致する．ま

た水平縦曲げ成分と捩り成分では絶対値が等しく符号は逆となる．よって式(8)が導かれる．

   は垂直縦曲げ応力成分に対する分離係数であり上甲板の計測点から中性軸までの距離

と船底部計測点から中性軸までの距離の比とする．   は水平縦曲げ応力成分に対する分

離係数であり上甲板の計測点からセンターラインまでの距離と船底部計測点からセンター

ラインまでの距離の比とする．   はねじり成分に対する分離係数であり全船 FEM モデ

ルを用いた固有値解析から求めた．ここで，特にコンテナ船の場合，全船 FEM モデルに

よって得られる捩り振動モードは水平縦曲げと捩りが重畳したモードとなる．厳密に水平
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縦曲げ成分と純捩り成分に分離するには Warping Function を用いるべきであるが，ここで

は FEM の振動モードの観察結果から純捩りに近いモードであると判断した．これらの成

分分離結果及び応力時系列の代表的な波形は 2.4節にて述べる．本船では中央部での分離

係数は                                   となった．同様に，前方部での分離

係数は                                  ，後方部での分離係数は            

                     となった． 

[

   

   
   

   

]  [

               
             

        
        
      

          

        
   
     
       

]
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 ]     (8) 

 

   ：アッパーデッキの応力成分（P 舷） 

   ：アッパーデッキの応力成分（S 舷） 

   ：L. Bulkhead 下端の応力成分（P 舷） 

   ：L. Bulkhead 下端の応力成分（S 舷） 

   ：垂直縦曲げ応力成分に対する分離係数 

   ：水平縦曲げ応力成分に対する分離係数 

   ：ワーピング応力成分に対する分離係数 

 

3．3 実船計測事例 

 2014 年 1 月 29 日に，船体中央部アッパーデッキ左舷の応力(    )で最大応力が観測さ

れた．観測された地点は Fig. 3-1 に示すようにポルトガル沖合であった．船速は 10.1 kt で

あり，Forecast データによると有義波高は 5.31 mであった．X バンドレーダーから取得し

た平均波周期は 13.9 秒であった．波向きは北西から南東，本船は南東から北西に向かって

移動しており，出会い波向きは向波であった．計測された船体中央部の応力時系列データ

を Fig. 3-2 に示す．この図より，弾性振動応答が明確に観察できる．パワースペクトルを

Fig. 3-3 に示す．この図の観察に基づいてカットオフ周波数 0.3 Hzとし，ローパスフィル

ターを適用した波形も Fig. 3-2 に併せて示す．波浪応答の周波数成分は 0.078Hz（13 秒）

であることが確認された，弾性振動応答の周波数成分は 0.518 Hz（1.93 秒）であった． 

IACS-UR-S11A で規定されている波浪曲げモーメント（Hog）は，デッキ上で 105 MPa で
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ある．したがって，実船計測におけるデッキの縦曲げ応力（Hog）は，対応する設計値に

比べて十分に小さいことが確認された． 

 

Fig. 3-1 Voyage route 

 

Fig. 3-2 Time series of measured data（2014/01/29 21:43） 
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Fig. 3-3 Power spectrum concerning DFP, DMP and DAP 



33 
 

3．4 弾性振動応答の成分分離結果検証 

3．4．1 波浪応答の成分分離結果 

 波浪応答（低周波成分）に関し，成分分離結果の確からしさを調べるため，船体中央部

アッパーデッキ左舷の応力(    )の標準偏差と各応力成分の標準偏差（それぞれ

VB/HB/WP/AX と呼ぶ)の相関関係を求めた．Fig. 3-4 に    の低周波成分の標準偏差と

VB/HB/WP/AX の低周波成分の相関関係を示す．Fig. 3-4 に示すとおり，低周波成分に対し

て    の標準偏差と VB，AX は比例関係が見られる．HB，WP は明確な相関関係が見ら

れない．相対波向きの影響を大きく受けるためである．低周波成分については    の標

準偏差が大きくなるほど VB の影響が大きく，    の標準偏差が小さくなると WP の影響

が比較的大きく表れている． 

 同様に船体後部アッパーデッキ左舷の応力(    )の標準偏差と各応力成分の標準偏差

（それぞれ VB/HB/WP/AX と呼ぶ)の相関関係を Fig. 3-5 に，船体前部アッパーデッキ左舷

の応力(    )の標準偏差と各応力成分の標準偏差（それぞれ VB/HB/WP/AX と呼ぶ)の相関

関係を Fig. 3-6 に示す．概ね    と同様の傾向が得られているが，船体前部については

WP が相対的に大きくなっている． 

Table 3-1 に観察された垂直曲げ応力の中から上位 5 つの海象を抽出した．この５つの海

象では，相対波向きが 178.6°から 210.2°の範囲にあった．平均波周期は 13.08 から 13.20

秒であり，これは無限水深での規則波の波長約 270mに相当する．したがって，船長に近

い波長により垂直曲げ応力が大きくなったと考えられる．Table 3-2 に観察された Warping

応力の中から上位 5 つの海象を抽出した．Warping 応力は，2014 年 1 月 29 日を除き，波

の方向が 40.29°〜65.09°の範囲にある斜波で大きかった． 

Table 3-3 に観察された水平縦曲げ応力の中から上位 5 つの海象を抽出した．水平縦曲げ

応力は，2014 年 1 月 29日を除き，斜波または横波で高くなった．これらの結果から，計

測された応力から各成分に正常に分離されたと推測できる．また，2014年 1 月 29 日 21 時

のデータに着目すると，垂直縦曲げ応力，水平縦曲げ応力，および Warping 応力が同時に

大きくなっていた．この現象の原因を確認するために，Fig. 3-7 に示すように，垂直縦曲

げ応力，水平縦曲げ応力，および Warping応力の時刻歴を比較した．この図より垂直縦曲

げ応力が最も大きく支配的であったことがわかる．ただし，水平縦曲げ応力と Warping応

力が図中の 800〜1000 秒の期間に増加することが観察された．Fig. 3-8 は，700〜1200 秒の

期間における応力時系列を拡大したものである．水平縦曲げ応力と Warping 応力の両方が，

20 秒以上の長周期で変動していたことがわかる．船の横揺れ周期が約 20 秒であることを
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考慮すると，船が外洋を航行中に「パラメトリックローリング」などの非線形現象が発生

した可能性がある． 

 

Fig. 3-4 Relationship of the STD of LF between      and                 during measurement 

term. 
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Fig. 3-5 Relationship of the STD of LF between      and                 during measurement 

term. 
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Fig. 3-6 Relationship of the STD of LF between      and                 during measurement 

term. 
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Table 3-1 Top five sea conditions causing large vertical bending stress. 

Date/Time 

(JST) 
Latitude Longitude 

1/1000 

Expected stress 

Wave 

Direction 

Wave 

Period 

Wave 

Height 

2014/01/29 

23:00 
37.07 -9.38 56.01 210.20 13.18 5.18 

2014/01/29 

22:00 
36.88 -9.31 55.32 184.29 13.15 5.28 

2014/01/29 

21:00 
36.75 -9.17 53.39 178.60 13.08 5.31 

2014/01/30 

01:00 
37.46 -9.51 50.96 209.74 13.20 4.95 

2014/01/30 

00:00 
37.26 -9.44 49.93 208.40 13.20 5.06 

 

Table 3-2 Top five sea states causing large warping stress. 

Date/Time (JST) Latitude Longitude 
1/1000 

Warping stress 

Wave 

Direction 

Wave 

Period 

Wave 

Height 

2016/01/10 

19:00 
39.34 -49.58 23.09 60.81 9.52 5.63 

2016/01/11 

09:00 
39.74 -55.26 21.91 22.23 10.70 4.05 

2016/01/11 

01:00 
39.52 -51.97 21.38 41.40 9.38 5.45 

2016/01/10 

20:00 
39.38 -49.93 20.98 59.40 9.34 5.69 

2014/01/29 

21:00 
36.75 -9.17 20.89 178.60 13.08 5.31 

 

Table 3-3 Top five sea states causing large horizontal bending stress. 

Date/Time 

(JST) 
Latitude Longitude 

1/1000 

Expected stress 

Wave 

Direction 

Wave 

Period 

Wave 

Height 

2014/01/29 

21:00 
36.75 -9.17 14.55 178.60 13.08 5.31 

2016/01/10 

17:00 
39.26 -48.88 13.30 65.09 9.61 5.45 

2016/01/11 

20:00 
39.83 -59.11 11.85 276.75 8.68 5.03 

2016/01/10 

16:00 
39.22 -48.50 11.55 66.93 9.37 5.32 

2016/01/10 

20:00 
39.38 -49.93 11.19 59.40 9.34 5.69 
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Fig. 3-7 Stress time history of DMP at 21:00-22:00 on 2014/01/29 (JST). 

 

 

Fig. 3-8 Magnified stress time history of DMP from 700 seconds to 1200 seconds. 
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3．4．2 弾性振動応答の成分分離結果 

 弾性振動応答（高周波成分）に関し，成分分離の確からしさを確認するため，各成分の

パワースペクトラムを求めた．Fig. 3-9 から Fig. 3-11 に 2014 年 1 月 29 日 23 時の DMP，

DAP，DFP 各成分のパワースペクトラムを示す．Fig. 3-12 から Fig. 3-14 に 2016 年 1 月 10

日 19 時の DMP，DAP，DFP 各成分のパワースペクトラムを示す．各図の上図が垂直縦曲

げ応力(VB)のパワースペクトラムを示し，中図は水平縦曲げ応力(HB)，下図はワーピング

応力(WP)のパワースペクトラムである．これらの図を観察すると，VB においては喫水の

違いによるがそれぞれ 0.52Hzと 0.55Hzで明瞭なピークが観察できる．この振動数は船体

2 節振動の固有振動数に一致している．HB および WP については応答量が小さいので明

瞭なピークが観察できないが，0.4Hz付近と 0.5Hz 付近にピークがあるようである．よっ

て垂直縦曲げに対する弾性振動応答とその他の振動成分は明瞭に区分けできた． 

 Fig. 3-15 から Fig. 3-17 に    の高周波成分の標準偏差と VB/HB/WP/AX の高周波成分の

相関関係を示す．これらの図を観察すると，高周波成分に関しては    の標準偏差と

VB/HB/WP/AX には比例の関係が見られ，特に VB は    の標準偏差と概ね一致すること

が確認された．また，HB，WP に対する高周波成分は VB と比較して著しく小さいことが

観察できる．3 章に疲労被害度の観点から HB，WP の高周波成分の影響について考察して

いる．Fig. 3-18，Fig. 3-19 に    の高周波成分と低周波成分の比である  (    )と VB に

対する高周波成分と低周波成分の比である  (   )，HB に対する高周波成分と低周波成分

の比である  (   )，WP に対する高周波成分と低周波成分の比である  (   )，AX に対す

る高周波成分と低周波成分の比である  (   )，を比較した．この結果から VB の高周波成

分と低周波成分の比は    のものと概ね同等の値を得ることができる．よって本研究で

は  (   )を用いて種々の検討を行う． 
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Fig. 3-9 FFT spectrum corresponding to VB, HB, WP respectively, concerning DMP (2014/01/29 23:00) 
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Fig. 3-10 FFT spectrum corresponding to VB, HB, WP respectively, concerning DAP (2014/01/29 

23:00) 
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Fig. 3-11 FFT spectrum corresponding to VB, HB, WP respectively, concerning DFP (2014/01/29 23:00) 
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Fig. 3-12 FFT spectrum corresponding to VB, HB, WP respectively, concerning DMP (2016/01/10 

19:00) 
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Fig. 3-13 FFT spectrum corresponding to VB, HB, WP respectively, concerning DAP (2016/01/10 

19:00) 
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Fig. 3-14 FFT spectrum corresponding to VB, HB, WP respectively, concerning DFP (2016/01/10 19:00) 
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Fig. 3-15 Relationship of the STD of HF between      and                 during measurement 

term . 
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Fig. 3-16 Relationship of the STD of HF between      and                 during measurement 

term . 
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Fig. 3-17 Relationship of the STD of HF between      and                 during measurement 

term . 
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Fig. 3-18  Relationship between      ,     and     concerning the ratio of LF to HF. 

 

 

Fig. 3-19 Relationship between      ,    and     concerning the ratio of LF to HF. 
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3．5 弾性振動応答の統計的特性 

 弾性振動応答を考慮した疲労強度の簡易推定式を構築するにあたり， と海象の相関を

求めることが重要である．そこで，まず全体像を把握するため，「 の海象統計テーブル」

を作成した[51]．これは海象を有義波高，平均波周期，相対波向き，船速等で分類して各

カテゴリでの平均値をまとめたものである．詳細は 3．5.1 に示す．なお，前節で述べた

通り，HB，WP に対して弾性振動応答の影響を考慮する必要性は低いことから，VB の弾

性振動応答に着目して弾性振動応答と波周期及び有義波高などの海象情報との相関関係を

明らかにする． 

 

3．5．1 弾性振動応答の標準偏差の海象統計テーブル 

 垂直縦曲げ応力成分に着目して，各海象，相対波向き，船速ごとの の相関関係の抽出

を試みた．実船でモニタリングした船速，および Forecast の有義波高，平均波周期と相対

波向き（Forecast の波向きと船の針路から算出）で分類し，その分類に該当する の値を

集計し平均値を求めた．Table 3-4～Table 3-8 では有義波高，平均波周期と相対波向きで分

類した結果を示す．さらに船速での分類を追加した結果を Table 3-9～Table 3-13 にそれぞ

れ示す．これらの集計表を海象統計テーブルと呼ぶこととする．また， と平均波周期の

関係を Fig. 3-20 から Fig. 3-24 に示す．これらの図表より波周期が長くなるほど が小さく

なる傾向が観察される．振動応答の固有周期から離れることで共振が抑えられることが要

因として考えられる．また，Table 3-4 と Table 3-5 の有義波高 0mから 3m までは波高が大

きくなるほど が小さくなる傾向がみられ，3m付近より大きいと も大きくなる傾向が観

察できる．さらに向波に遭遇した時は追波時に比べて が大きくなる傾向にある．つまり

正面波で遭遇波高が高いほど船首部に大きな荷重が作用し，弾性振動応答が船体構造に与

える影響が大きくなる．なお，これらの図表は，波周期が長いほど，波高が高いほどデー

タ数が少なく，平均値で評価することの信頼性が欠けてくることに留意願いたい． 

次に，船速に着目して考察するために，Table 3-9～Table 3-13 から平均波周期 8 秒から

10 秒のデータを抽出して図示した．Fig. 3-25 は船速と の関係を示し，有義波高毎に色分

けしている．また Head Sea と Forward oblique sea を合わせた平均値としている．Fig. 3-26

は Beam sea，Aft oblique sea，Follow sea の平均値を図示している．船速に着目すると，Fig. 

3-25 に示す通り，向波では船速が速くなるほど も上昇する傾向がみられ，Fig. 3-26 に示

す通り，横波と追波では増速による の上昇傾向はみられない．したがって，運航中にお

いて弾性振動応答を低減するには大波高を避けることが一番であるが，不可避な状況に遭

遇した時は変針と減速が有効な操船方法であることがわかる．なお，Fig. 3-25 にて船速 20 

knot 以上になると が小さくなる傾向が見られる．理由としては，全海象 19,897 個のうち
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船速 20 knot 以上は 1,616 個と限られた海象での分析結果しかなく，ほぼすべての海象で 3 

m以下であり波高と船速による分類ができなかったことに起因すると考えられる． 

 

Table 3-4 Statistics table of   in each sea condition (head sea). 

 

 

Table 3-5 Statistics table of   in each sea condition (forward oblique sea). 
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Table 3-6 Statistics table of   in each sea condition (beam sea). 

 

 

Table 3-7 Statistics table of    in each sea condition (aft oblique sea). 
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Table 3-8 Statistics table of    in each sea condition (follow sea). 

 

 

 

Fig. 3-20 Relation between   and mean wave period concerning the head sea. 
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Fig. 3-21 Relation between   and mean wave period concerning the forward oblique sea. 

 

 

Fig. 3-22 Relation between   and mean wave period concerning the beam sea. 
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Fig. 3-23 Relation between   and mean wave period concerning the aft oblique sea. 

 

 

Fig. 3-24 Relation between   and mean wave period concerning the follow sea. 
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Table 3-9 Statistics table of   classified by ship speed in the head sea. 

 

 

Table 3-10 Statistics table of    classified by ship speed in the forward oblique sea. 
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Table 3-11 Statistics table of    classified by ship speed in the beam sea. 

 

 

Table 3-12 Statistics table of   classified by ship speed in the aft oblique sea. 
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Table 3-13 Statistics table of   classified by ship speed in the follow sea. 

 

 

 

Fig. 3-25 Relationship between   and ship speed when the wave period is between 8 and 10 seconds in 

head sea and forward oblique sea. 
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Fig. 3-26 Relationship between   and ship speed when the wave period is between 8 and 10 seconds in 

follow sea, aft oblique sea and beam sea. 
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3．5．2 弾性振動応答の標準偏差と海象の相関関係 

 前項で述べた通り， の海象統計テーブルから，波周期が長くなるほど が小さくなる

傾向が観察された．そこで，本項では有義波高と出会い波周期をパラメータとして着目し

て検討する．ここでは，評価対象点は，               の 3 か所とし，各評価点での標

準偏差の比（ ）を求めた． 

  と有義波高の相関関係に関し，ここでは一例として    について Fig. 3-27 に示す．有

義波高が大きくなるにつれ は小さくなる傾向がみられる．逆に低波高では が非常に大

きくなる．これは低波高により VB(HF)も小さくなるが，VB(LF)はそれ以上に小さくなり，

その比が相対的に大きくなるためである．また，この図には相対波向きを色分けして示し

ているが，相対波向きに対する明確な傾向をつかみにくい．また，一般的に有義波高が大

きくなる程，弾性振動応答の影響は大きくなると考えられ，大波高でのデータがほとんど

なく，その傾向が観察できない．つまり， と有義波高で相関式を求めることは困難であ

った． 

 つぎに， と出会い波周期の相関関係を調べ，その相関関係を Fig. 3-28 に示した．横軸

は垂直縦曲げ応力の波浪応答の出会いゼロクロス周期（   ）とした．なお，ばらつきの

大きい波高 2m以下は除外した図を Fig. 3-29 に示す．これらの図を観察すると，全体的に

波周期が長くなるほど が小さくなる傾向がみられる．相対波向きに関わらずまとまりが

よいことが窺える．この要因として弾性振動応答が小さくなる追波で出会い波周期が大き

くなり，弾性振動応答が大きくなる向波で出会い波周期が小さくなること[52]，波周期が

長いと船体 2 節縦曲げ振動の共振点から離れていくこと，および本計測期間中は 6m以下

の有義波高にしか遭遇せず船底が露出するほどの強非線形な現象はみられなかったことが

考えられる．APPENDIX－A に箱ひげ図を示す．上述の考察結果と同様の傾向が覗える． 

 したがって，船体構造応答のパラメータである と海象と船情報（船速，出会い波周期）

のパラメータである出会いゼロクロス周期（   ）に相関関係が見出す可能性が示唆され

る．次項以降にてこの と応力の超過確率や疲労被害度の関係についてさらに詳しく分析

していく． 
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Fig. 3-27 Relationship between significant wave height and   concerning DMP. 
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Fig. 3-28 Relationship between encounter wave period and   concerning DMP. 
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Fig. 3-29 Relationship between encounter wave period and   concerning DMP (Hs>2m). 
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3．5．3 デッキに作用する応力の超過確率 

弾性振動応答の特性を調べるため，     ，     ，     における応力の超過確率を求め

た．超過確率 10-8 における応力値を Fig. 3-30，Fig. 3-31，Fig. 3-32 に示す．図中には各応

力成分の結果を併せて示す．Fig. 3-31 より，中央部において垂直縦曲げ成分が全応力値に

対し占める割合は 89％であることがわかる．また，垂直縦曲げ応力には弾性振動応答の

重畳が見られる．一方，水平縦曲げ応力，ワーピング応力に対して弾性振動応答の重畳は

ほとんど見られないことから，これらの成分に対して弾性振動応答の影響を考慮する必要

性は低いことが示唆される．一方，前方部については垂直縦曲げ応力と同等以上に水平縦

曲げ応力，ワーピング応力の成分も出ている．また弾性振動応答の重畳もみられる．これ

らの結果より，船体 2 節の固有振動数成分である垂直縦曲げの弾性振動応答を除けば，弾

性振動応答が船体後方まで伝わっていないことがわかる．つまり，水平縦曲げ応力とワー

ピング応力に対する弾性振動応答の減衰は船体 2 節振動のものよりも大きいと言える．各

成分に対する減衰値を定量的に示すことが今後の課題である． 

 

Fig. 3-30  Stress corresponding to the exceedance probability of 10
-8 

during measurement term 

concerning DAP. 



65 
 

 

Fig. 3-31 Stress corresponding to the exceedance probability of 10
-8 

during measurement term 

concerning DMP. 

 

Fig. 3-32 Stress corresponding to the exceedance probability of 10
-8 

during measurement term 

concerning DFP. 
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3．5．4 ホイッピングとスプリンギングの区分け 

 前項では弾性振動応答が観察され，垂直縦曲げ応力成分が支配的であることを示した．

さらに弾性振動応答の特性を定量的に理解するために，ホイッピングとスプリンギングを

区別する．両者を区別する方法はいくつか考えられる． 1 つは遭遇する波高で区分する方

法であり，もう 1 つ統計処理を行い，標準偏差に基づくパラメータを設定し（例えば ），

閾値を設定する方法である [14]．また，時系列データからある閾値を超えたときの極値を

抽出する方法もあろう[52]． 

 ここでは，弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比を用いた分類方法と波高で区分する

方法を比較した．まず，Fig. 3-33 は，各海象での垂直縦曲げ応力の波浪応答に対する標準

偏差と弾性振動応答の標準偏差との関係を示している．ここで，Ki ら[14]
 は ＜１となる

海象では波浪荷重による準静的な応力応答が支配的であり，その状況下で生じる弾性振動

応答はホイッピング現象であるとした．逆に ＞１の場合をスプリンギング現象と定義し

ている．この定義に倣えば，本船において が 1 以上つまりスプリンギング現象に分類さ

れたのは，全 19897 海象のうち 7,215 海象であった． 

 この区分方法について検証するために，いくつかの代表的な海象における DMP での垂

直曲げ応力の弾性振動応答と波浪応答を観察した．Fig. 3-34〜Fig. 3-36 に，Table 3-14 に示

す 3 つの海象での応力時系列データを示す．Fig. 3-34 の Sea state 1 は弾性振動応答の標準

偏差が波浪応答の標準偏差よりも大きい海象での応力時系列データである．波浪応答を赤

線で示し，弾性振動応答を青線で示す． この海象では有義波高が 0.785 mと低いため，波

浪応答と弾性振動応答のともに応力値小さい．弾性振動応答を観察すると，この応答は定

常的でほとんど中断することなく，さらに衝撃等によって生じる急峻な応力上昇とその後

に続く過渡応答振動が見られない．よってこの現象はスプリンギング現象であると考えら

れる．次に，Fig. 3-35 に Sea state2 の応力時系列データを示す．ここで，弾性振動応答の

標準偏差は，波浪応答の標準偏差とほぼ等しくなっている．この海象での有義波高と平均

波周期は，それぞれ 3.724 mと 8.6 秒であった．このときの弾性振動応答では衝撃等によ

って生じる急峻な応力上昇とその後に続く過渡応答振動が観察できる．このときの現象は

ホイッピング現象であると考えられる．さらに，スプリンギング現象も観察でき，ホイッ

ピング現象とスプリンギング現象が同時に発生したことが示される．したがって，標準偏

差の比率が 1.0 に近い海象では厳密に区別することは困難である．最後に，Fig. 3-36 に

Sea state 3 の応力時系列データを示す．この海象では，高周波英文の標準偏差が波浪応答

の標準偏差よりも小さい．この海象での有義波高と波周期はそれぞれ 5.164 mと 12.82 秒

であり，ホイッピング現象のような衝撃応答がしばしば観測できる．この海象では弾性振
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動応答の最大応力振幅は，波高が大きいために波浪応答の最大応力振幅よりも小さくなっ

た．スプリンギング現象も観察できたが，振幅値が設計値に対して小さい値であり，支配

的ではない． 

 つぎに，有義波高での分類を試みた．全海象の中から有義波高が 3 m以上の海象データ

のみ抽出し，Fig. 3-37 に図示した．この図によれば，  >1 の海象（7,215 海象）のうち 41

海象が含まれていた．つまり，スプリンギング現象として分類されたデータのほとんどは

3 m以下の有義波高であったことを示している．波高で分類する方法は個船毎にその閾値

はことなると考えられ，一般性を持たせつつホイッピング現象とスプリンギング現象を区

別することも困難である． 

 以上の結果より，下記の知見を得た． 

 波高が小さい場合，船体の垂直縦曲げ応力は小さく，相対的にスプリンギング現象が

支配的になる． 

 波高が大きい場合，船体の垂直縦曲げ応力は大きく，相対的にホイッピング現象が支

配的になる．したがって，スラミング等の衝撃力によって大きなホイッピング応答を

引き起こす可能性があるが，弾性振動応答は波浪応答よりも支配的ではない． 

 弾性振動応答の標準偏差と波浪応答の標準偏差の比（ ）による分類でホイッピング

現象とスプリンギング現象を概ね区別できることを確認した． 

 有義波高によるホイッピング現象とスプリンギング現象を概ね区別として，全海象の

中から有義波高が 3 m 以上の海象データのみ抽出して図示した結果，  >1 の海象

（7,215 海象）のうち 41 海象が含まれていた．つまり，スプリンギング現象として分

類されたデータのほとんどは 3 m 以下の有義波高であったことを示している．波高で

分類する方法は個船毎にその閾値はことなると考えられ，一般性を持たせつつホイッ

ピング現象とスプリンギング現象を区別することも困難である． 
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Fig. 3-33 Relationship between standard deviation of wave frequency response and that of high 

frequency response as it affects vertical bending stress; distinguishing between whipping and springing. 

 

Table 3-14  Typical head sea states observing stress time history of high frequency response (HF) and 

wave frequency response (WF). 

sea 

state 

date 

time 

[JST] 

wave 

height 

[m] 

wave 

period 

 [s] 

ship 

speed 

[knot] 

Standard 

deviation 

of 

HF stress 

[MPa] 

Standard 

deviation 

of 

WF 

stress 

[MPa] 

ratio 

(HF/WF) 

Whipping 

Factor 

1 
2013/08/09 

13:00 
0.785 6.0 19.8 1.87 0.80 2.34 2.83 

2 
2013/01/09 

6:00 
3.724 8.60 17.2 6.16 6.14 1.00 1.73 

3 
2014/01/29 

9:00 
5.164 12.82 12.6 5.43 11.32 0.48 1.37 
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Fig. 3-34 Stress time history of DMP in the sea state 1 where the standard deviation of high frequency 

response is greater than that of wave frequency. 

 

Fig. 3-35 Stress time history of DMP in the sea state 2 where the standard deviation of high frequency 

response is approximately equal to that of wave frequency. 

 

 

Fig. 3-36 Stress time history of DMP in the sea state 3 where the standard deviation of high frequency 

response is less than that of wave frequency response. 
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Fig. 3-37 Relationship between standard deviation of the wave frequency and that of the high-frequency 

response as it affects vertical bending stress; distinguishing between whipping and springing and 

filtering by a wave height of  3 m or more. 
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3．5．5 ホイッピングとスプリンギング区分けによる疲労強度評価 

 項で述べたホイッピング現象とスプリンギング現象をが 1 より大きかった海象と，

が 1 以下の海象で区分けする方法を用いて，それらと疲労被害度の関係性について考察

する．疲労被害度をが 1 より大きかった海象で累積したものと，が 1以下の海象で累

積したものに分類し比較した結果を Fig. 3-38 に示す．項で述べたとおり，＜１とな

る海象では波浪荷重による準静的な応力応答が支配的であり，その状況下で生じる弾性振

動応答はホイッピング現象である．逆に＞１の場合をスプリンギング現象となる．この

定義に倣えば，本船においてが 1 以上つまりスプリンギング現象に分類されたのは，全

海象のうち 7,215 海象であった．またが 1 以下つまりホイッピング現象に分類されたの

は，全海象のうち 12,682 海象であった．スプリンギング現象は全海象中で 36％であるが，

疲労被害度にするとその影響は 4%であり，非常に小さいことが確認できる．3.4 節で考察

したように波周期が短いとが大きくなる傾向にあるものの，波長が船長から離れ，波高

も小さいため，波浪に起因する応力応答が小さくなったこと，相対的に弾性振動応答は大

きくなっているが絶対値としては小さいためである．別の観点から，Fig. 3-39 は  >1 をク

ライテリアとして計測期間中の航路にホイッピング現象とスプリンギング現象を区別して

図示したものである．この図によれば，ホイッピング現象は主に外洋で発生し，スプリン

ギング現象は主に地中海や陸地に近い水域で発生していたことが観察できる．これらの海

域では風浪やうねりが十分に発達していない等の要因により，周期の短い波が多く発生し

ていたと考えられる．一方，外洋を航行しているときにが 1 以下となる頻度が多いこと

が観察できる．なお，<１によってホイッピングに分類したが遭遇有義波高が小さい場

合も多く含まれており，常にホイッピングが生じているわけではないことを付記しておく．  

 以上の検討結果により，外洋を航行するときにホイッピングが発生しやすいこと，さら

にホイッピング現象が比較的多く発生する海域での累積疲労被害度が全体の 96％となり，

その影響が大きいといえる． しかし，海象または海域とホイッピング現象の関係につい

てはまだ多くの不確実性がある．したがって，次節にてホイッピング現象と運行情報と海

象情報，つまり船速，有義波高，波周期，遭遇する波向などの相関関係を明らかにする． 
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Fig. 3-38  Comparison between measurement and proposed method concerning influence of   on fatigue 

damage. 

 

 

Fig. 3-39  Voyage routes distinguishing between whipping and springing responses. 
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3．6 ねじり弾性振動応答が疲労強度に与える影響 

 Fig. 3-40，Fig. 3-41，Fig. 3-42 に船体中央部アッパーデッキ(DMP)，船体前部アッパーデ

ッキ(DFP)，および船体後部アッパーデッキ(DAP)の RAW，および RAW から WP と HB

の弾性振動応答を除いたもの，RAW から WP と HB の波浪応答と弾性振動応答を除いた

疲労被害度を示す．疲労被害度はレインフロー法とマイナー則により全 19,897 海象中で

の累積値を求めた．各点においては WP と HB の弾性振動応答を取り除いても疲労被害度

の変化は微小であることが確認できる．また，全疲労被害度に対し，VB の影響が支配的

であること，ねじり振動成分が疲労被害度に与える影響は小さいことが確認できた．よっ

て，実船計測結果により船体中央部における疲労被害度の推定においてねじり振動成分が

与える影響は少ないことが示された． 

 

  

Fig. 3-40  Measured fatigue damage with high frequency response of DMP. 
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Fig. 3-41  Measured fatigue damage with high frequency response of DFP. 

 

Fig. 3-42  Measured fatigue damage with high frequency response of DAP. 
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3．7 疲労被害度と海象の相関関係 

 3.5.5 項にてホイッピング現象が比較的多く観察される海域にて累積疲労被害度が 96%

占めることを示した．本節では，さらに船体中央部アッパーデッキ左舷（DMP）を評価対

象として，Fig. 3-43 から Fig. 3-46 に示すように累積疲労被害度を有義波高毎および相対波

向き毎に分類し，影響の大きい海象を特定する．なお，本節ではホイッピングとスプリン

ギングの区分けは行わず，全海象を用いてデータを整理した．これらの図を観察すると向

波・斜向波で疲労被害度が大きく，追波・斜追波で小さくなっている．Fig. 3-43 と Fig. 

3-44 より疲労被害度への寄与が大きい海象は有義波高が 3 mから 5mであることが観察で

きる．また Fig. 3-45，Fig. 3-46 に示す通り，斜向波での寄与が大きい．Fig. 3-47 に相対波

向きに対する D(LF)と D(RAW)- D(LF)（弾性振動応答による疲労被害度増加量）の比を示

す．この図より，弾性振動応答が疲労被害度に与える影響は追波よりも向波で大きい傾向

にあることがわかる． 

 疲労被害度と海象の相関関係についてさらに考察を深めるために，船体中央部（DMP）

を評価対象として，Fig. 3-49 から Fig. 3-51 に累積疲労被害度を波高と平均波周期毎に分類

した． Fig. 3-49 は波浪応答における累積疲労被害度と海象の相関関係を示し，Fig. 3-50 は

弾性振動応答を含む累積疲労被害度と海象の相関関係を示す．Fig. 3-51 は弾性振動応答を

含む累積疲労被害度と波浪応答の累積疲労被害度の比と海象の相関関係を示したものであ

る．これらの図より RAW，LF ともに波高 3～5 mかつ平均波周期が 8～10 秒の海象が疲

労被害度への寄与が大きいことがわかる．一方，Fig. 3-51 に示す通り，低波高かつ短波周

期の海象と大波高かつ長波周期でこれらの比は上昇傾向にある．前者は波浪応答成分が小

さく，相対的に弾性振動応答の影響が大きくなったためと考えられる．後者は遭遇した有

義波高が高いことからバウフレアスラミングや船底スラミング等の非線形荷重が生じ，弾

性振動応答の寄与が大きくなるからだと考えられる．  

 以上の考察結果より，RAW，LF ともに疲労被害度への寄与が大きい海象は有義波高

3mから 5mかつ平均波周期が 8 秒から 10 秒の海象である一方，弾性振動応答が大きく影

響する海象は有義波高 5mかつ平均波周期が 12秒から 14 秒である．両者の影響が大きく

なる海象が異なることから，疲労強度評価において弾性振動応答を考慮する場合は，海象

毎に細分化して評価を行う，または疲労への寄与が大きい海象にて影響係数などを決定す

る必要があると考えられる． 
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Fig. 3-43  Comparison of the fatigue damage of low frequency concerning DMP between measurement 

and proposed method, categorized by significant wave height. 

 

Fig. 3-44  Comparison of the fatigue damage with high frequency concerning DMP between 

measurement and proposed method, categorized by significant wave height. 
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Fig. 3-45  Comparison of the fatigue damage of low frequency concerning DMP between measurement 

and proposed method, categorized by relative wave direction. 

 

Fig. 3-46  Comparison of the fatigue damage with high frequency concerning DMP between 

measurement and proposed method, categorized by relative wave direction. 
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Fig. 3-47 the fatigue damage with ratio of RAW-LF to LF (DRF). 

 

Fig. 3-48  the fatigue damage with ratio of RAW-LF to LF  (DNB). 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

head sea forward oblique

sea

beam sea aft oblique sea follow sea

D(LF) D(RAW)-D(LF)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

head sea forward oblique
sea

beam sea aft oblique sea follow sea

D(LF) D(RAW)-D(LF)



79 
 

 

Fig. 3-49 Fatigue damage of DRF(LF) in each short-term sea state obtained from measurement. 

 

 

Fig. 3-50 Fatigue damage of DRF(RAW) in each short-term sea state obtained from measurement. 
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Fig. 3-51 Ratio DRF(RAW) to DRF(LF) in each short-term sea state obtained from measurement. 
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3．8 θの近似曲線を用いた場合の疲労被害度 

 前項までの検討により，船体構造応答のパラメータである と海象と船情報（船速，出

会い波周期）のパラメータである出会いゼロクロス周期（   ）に相関関係があることを

示した．一方，近似曲線と実船計測の散布図にばらつきが大きいようにも見て取れる．そ

こで，近似曲線を用いたときの影響を検証する．Fig. 3-52 は Fig. 3-29 の右下に示した図を

再掲載したものであり，実船で得られた船体中央部アッパーデッキの応力（DMP）におけ

る と出会いゼロクロス周期の関係を示している．この散布図から得られた近似曲線も併

せてプロットした．曲線の式は         
     である．近似曲線を用いる場合，実船計測

にて得られている   から上式をもとに換算した．両者における弾性振動応答を含めた疲

労被害度を求めると，Table 3-15 となり，その誤差は 6.9％であった．したがって疲労被害

度を求めるにあたっては，近似曲線を用いても実用上問題ないと言える． 

 

Fig. 3-52 Relationship between encounter wave period and   concerning DMP (Hs>2m).：再掲載 

Table 3-15 疲労被害度の比較 

 実船計測の を用いた場合 近似曲線により を求めた場合 

疲労被害度（RAW） 0.03616 0.0338 
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3．9 θと Tze を用いた相関式の提案 

 前節までの検討結果により，船体構造応答のパラメータである と海象と船情報（船速，

出会い波周期）のパラメータである出会いゼロクロス周期（ 𝑧𝑒）に相関関係があること，

スプリンギングが比較的多く発生する海象での累積疲労被害度の影響は小さいこと，かつ

データのばらつきがあったとしても疲労被害度に与える影響は 7％程度であり，近似曲線

を用いることは実用的に可能であることを示した．したがって，海象と弾性振動応答の関

係において，以下の相関式を提案できると考える． 

 

      
                                                              

 

この相関式の定数項 A，B は実船計測結果が獲得できていれば求めることが可能である

が，設計段階では入手できるはずもない．そこで，設計段階で弾性振動応答を考慮した疲

労強度の簡易推定を行うための手法，および提案式の定数項 A，B をシミュレーションに

て算出する方法や各種検証について第 4 章と第 5章で述べる． 
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3．10  3 章のまとめ 

 本章では， 8,600 個積コンテナ船の約 4 年間にわたる実船計測データを元に，船体前・

中・後部断面の応力値から垂直縦曲げ応力，水平縦曲げ応力，ワーピング応力および軸応

力の 4 成分に分離し，各成分に対する弾性振動応答の統計的特性を調べた．その結果，船

体構造応答のパラメータである と海象と船情報（船速，出会い波周期）のパラメータで

ある出会いゼロクロス周期（ 𝑧𝑒）に相関関係があり，定式化の可能性を見出した．また，

近似曲線と実船計測の散布図にばらつきが大きいようにも見て取れるため，実船計測で得

られた散布図から近似曲線を求め，両者における累積疲労被害度の誤差は 6.9％であった．

したがってスペクトル法を用いて累積疲労被害度を求めるにあたって，近似曲線を用いて

も実用上問題ないことを示した． 以上の結果より，船体構造応答のパラメータである と

海象と船情報（船速，出会い波周期）のパラメータである出会いゼロクロス周期（ 𝑧𝑒）

に相関関係があり，かつデータのばらつきがあったとしても疲労被害度に与える影響は

7％程度であり，近似曲線を用いることは実用的に可能であることを示した． 

 

さらに，垂直縦曲げ応力成分に着目して応力と海象・船速との相関関係の抽出を試みた．

その結果，得られた結論と知見を以下に示す． 

 

1. 疲労被害度を船体応力の標準偏差で表現する式を示し，波浪応答の標準偏差と弾性振

動応答の標準偏差の統計的性質を明確にすべきことを指摘した． 

2. 統計的性質を明らかにするために，船体中央部断面の応力値から垂直縦曲げ応力，水

平縦曲げ応力，ワーピング応力および軸応力の 4 成分に分離する必要性を示した．成

分分離を行うための定式化を行い，代表的な海象にて検証を実施した結果，波浪応答，

弾性振動応答ともに分離できていることを確認できた．船体中央部アッパーデッキ応

力の高周波成分の標準偏差と VB/HB/WP/AX の高周波成分の相関関係を観察すると，

高周波成分に関しては    の標準偏差と VB/HB/WP/AX には比例の関係が見られ，特

に VB は    の標準偏差と概ね一致することが確認された．また，HB，WP に対する

高周波成分は VB と比較して著しく小さい． 

3. 成分分離した各応力にて超過確率を求めた結果，弾性振動応答を含む全応力に対して

船体垂直縦曲げ応力成分が約 89％となった．弾性振動応答は，船体垂直縦曲げ応力成

分に重畳し，水平縦曲げ応力・ワーピング応力にはほとんど重畳しない．つまり，水
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平縦曲げや捩りに対する弾性振動応答の重畳影響を考慮する必要性は低いことが示唆

される． 

4. 海象と船速と の相関関係を調べた結果，向波で弾性振動応答が大きくなる．一方，

横波や追い波になると弾性振動応答が小さくなることを明らかにした．また，船速に

着目すると，向波では船速が速くなるほど も上昇する傾向がみられ，横波と追波で

は増速による の上昇傾向はみられない．つまり，変針と減速が弾性振動応答を避け

るために有効な操船方法である． 

5. 船体中央部アッパーデッキ(DMP)，船体前部アッパーデッキ(DFP)，および船体後部ア

ッパーデッキ(DAP)の RAW，および RAW から WP と HB の弾性振動応答を除いたも

の，RAW から WP と HB の波浪応答と弾性振動応答を除いたものの疲労被害度を求め

た結果，各点においては WP と HB の弾性振動応答を取り除いても疲労被害度の変化

は微小であることが確認できる．また，全疲労被害度に対し，VB の影響が支配的で

あること，ねじり振動成分が疲労被害度に与える影響は小さいことが確認できた．よ

って，実船計測結果により船体中央部における疲労被害度の推定においてねじり振動

成分が与える影響は少ないことが示された． 

6. 疲労被害度を が 1 より大きかった海象で累積したものと， が 1 以下の海象で累積し

たものに分類し比較した．その結果，本船において が 1 以上つまりスプリンギング

現象に分類されたのは，全海象のうち 7,215 海象であった．また が 1 以下つまりホイ

ッピング現象に分類されたのは，全海象のうち 12,682 海象であった．スプリンギング

現象は全海象中で 36％発生したが，疲労被害度にするとその影響は 4%であり，非常

に小さいことが確認できた． 

7. 航路にてホイッピングとスプリンギングを区分けした結果， が 1 より大きいと分類

される時は大陸や諸島に囲まれた狭海域を航行している．これらの海域では風浪やう

ねりが十分に発達していない等の要因により，周期の短い波が多く発生していたと考

えられる．一方，外洋を航行しているときに が 1 以下となる頻度が多いことが観察

できる．よって外洋を航行するときにホイッピングが発生しやすいこと，さらに疲労

被害度に与える影響が大きいといえる． 

8. 弾性振動応答が疲労被害度に与える影響として，全計測期間中の RAW と LF の累積疲

労被害度の比はレインフロー法を用いた場合は 2.51 倍となった． 

9. 船体中央部アッパーデッキ左舷（DMP）を評価対象として，累積疲労被害度を有義波

高毎および相対波向き毎に分類し，向波・斜向波で疲労被害度が大きく，追波・斜追

波で小さくなっていることを確認した．さらに，弾性振動応答が疲労被害度に与える

影響は追波よりも向波で大きい傾向にあることを明らかにした． 
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10. DMP を評価対象として，弾性振動応答を含む累積疲労被害度と波浪応答の累積疲労被

害度の比を海象毎に整理すると，低波高かつ短波周期の海象と大波高かつ長波周期で

これらの比は上昇傾向にあることを明らかにした．前者は波浪応答成分が小さく，相

対的に弾性振動応答の影響が大きくなったためと考えられる．後者は遭遇した有義波

高が高いことからバウフレアスラミングや船底スラミング等の非線形荷重が生じ，弾

性振動応答の寄与が大きくなるためであると推察した．  

11. RAW，LF ともに疲労被害度への寄与が大きい海象は有義波高 3m から 5m かつ平均波

周期が 8 秒から 10 秒の海象である一方，弾性振動応答が大きくなる海象は有義波高

5m かつ平均波周期が 12 秒から 14 秒である．両者の影響が大きくなる海象が異なるこ

とから，疲労強度評価において弾性振動応答を考慮する場合は，海象毎に細分化して

評価を行う，または疲労への寄与が大きい海象にて影響係数などを決定する必要があ

ると考えられる． 
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 弾性振動応答を考慮した疲労強度の簡易第4章

推定手法の提案 

 

4．1 簡易推定手法の提案：統計的性質を用いた弾性振動応答のモデ

ル化 

 2 章にて，実船の疲労被害度算出に，スペクトル法は実用的であると述べた．さらに 3

章にて，弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比( )と海象の相関関係を示し，出会いゼ

ロクロス周期をパラメータとして定式化できることを示した．本章では，数値シミュレー

ションに上記の結果を織り込むことで，弾性振動応答を考慮した疲労強度評価を可能とす

ることを試みた．具体的には，荷重－構造応答一貫解析システム（1.2.2.1の解析手法）と

弾性振動応答の応力評価が可能なシステム（1.2.2.2 の解析手法）を組み合わせて，新しい

「弾性振動応答を考慮した簡易的な疲労強度推定手法」を提案する．計算フローを Fig. 

4-1 に示す． 従来は，両者の評価手法をそれぞれ単独に使用していたが，本提案は 1.2.2.1

の解析手法をベースとして，1.2.2.2の解析手法と 3 章で見出した相関式を統合するもので

ある． 

第 2 章の式(7)で示したようにスペクトル法による疲労被害度算出にあたり，波浪応答の

応力の標準偏差（√    ）と弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比（）を求める必要が

ある．まず，    は荷重－構造応答一貫解析システム[20]により計算可能である．この手

法は様々な波周期・相対波向きの単位波振幅の規則波を想定し，それらの波に対する構造

応答から応力の応答関数を求め，発生応力の標準偏差や期待値を求めるものであり，既に

確立されている． 

上記手法をベースとして弾性振動応答を考慮する方法の構築を試みる． 弾性振動応答

の影響を考慮するため，1.2.2.2 で述べたとおり，著者らはランキンソース法に基づく非定

常・非線形時刻歴船体運動計算，および Newmark-β 法に基づく時刻歴船体弾性振動応答

解析手法を開発し，弾性振動応答が船体構造強度に与える影響について種々の検討を重ね

てきた[53][54][55][56]．本研究ではこの解析手法を活用し，限定した解析条件にてと出

会いゼロクロス周期の相関関係を求め，第 3 章で提案した相関式の定数項 A，B を求める．

ここで提案する手法は数ケースの数値シミュレーションにて と海象の相関関係を求め，
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十分な精度を確保しつつ計算時間の短縮を図ることであり，新しい手法である．次節にて

解析結果から簡易式を導き，の影響を考慮する方法を具体的に述べる．  

 

 
Fig. 4-1  Fatigue assessment flow 

 

4．1．1 θの算出および相関式の定式化 

 本節では ZWAVE
 を用いて非定常・非線形時刻歴船体運動計算を実施し，2 章に示した

手順にて を算出し，出会い波周期と の関係式を導く．対象船は 8600 TEU コンテナ運搬

船とし，応力評価箇所は DMP とした．ZWAVE に用いたモデルを Fig. 4-2，弾性応答解析

に用いた全船 FEM モデルを Fig. 4-3 に示す．ZWAVE に用いたモデルのメッシュサイズは

凡そ 10mとし，FEM モデルのメッシュサイズはおよそ 3mとした．計算は 1 時間の時系列

データを得た時点で終了させた． 3章で考察したように HB，WP の弾性振動応答の影響

が小さいことと，       は        と同等の結果を得られることから，波向きは向波に限

定した．有義波高は 5m，平均波周期は 8 秒，10秒，12 秒，14秒，16 秒の 5 ケース，船

速は 10kt，20kt の 2 ケースとした．解析手法の詳細は APPENDIX-B を参照いただきたい． 
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Fig. 4-2 Simulation model for Rankin source method (ZWAVE). 

 

 

Fig. 4-3 Whole ship FEM model. 

 

 シミュレーション結果を Fig. 4-4 に示す．この図では横軸を 1 時間あたりの出会いゼロ

クロス周期   ，縦軸を として縦軸-横軸を対数表示としている．出会い波周期が長くな

るほどが小さくなる傾向が観察できる．実船計測結果も Fig. 4-4 に併せて示す．なお，

実船計測は相対波向きに関わらず，すべてのデータを図示している．実船計測結果と解析

結果を比較すると，両者ともに出会い波周期が長くなるほどが小さくなる傾向にあり，

概ね一致している．また，実船計測では相対波向きを考慮せずに整理したにも関わらず，

向波条件に限定して実施した解析結果と定性的・定量的に概ね一致している．このことか

ら，向波条件に限定して弾性振動影響と海象の相関関係を求めることが可能であること

が示唆される．この結果より，相対波向きに関わらず定式化できると仮定し，と運航中

の船舶が遭遇する出会いゼロクロス周期   との相関関係を表す式(8)を導いた． 

      
                                                              

 ここで，ZWAVE で計算した結果（図中の▲点）を用いてカーブフィッティングを行い，

上式の定数項を求めると A=7.44，B=1.31 となった．この関数で求まる曲線を Fig. 4-4 に併

せて示す．赤線が解析結果，黒鎖線が実船計測結果の曲線である．以上により，解析結果



89 
 

は出会いゼロクロス周期が長いほど大きい値を示すものの，限定した解析ケースにて式(8)

を導くことができ，少ない計算ケースにて弾性振動応答の影響を考慮できるようになった． 

 

 

Fig. 4-4 Relationship between   and encounter zero cross period. 

 

4．1．2     の算出 

 応力の標準偏差を算出するにあたって，船体中央部アッパーデッキ左舷(DMP)の応力応

答関数は荷重－構造応答一貫解析システム[20]と遭遇海象(Forecast によって得られる有義

波高と平均波周期)により計算した．構造 FEM解析には Fig.11 の全船モデルを両舷モデル

に拡張したものを用いた．応答関数から短期海象中の応力の標準偏差や超過確率を求める

手法は参考文献[57]に倣った．このシステムにより，平均波周期および相対波向き毎に単

位有義波高あたりの標準偏差が計算できる．その結果の一例を Fig. 4-5 に示す．なお，船

速は 15kt とした．Fig. 4-5 に示すテーブルと本船が遭遇した海象（有義波高と平均波周期）

より 1 時間の短期海象毎に船体中央部アッパーデッキ左舷(DMP)の応力の標準偏差を計算
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した．その結果と実船計測結果の比較を Fig. 4-8 から Fig. 4-12 に示す．全体的に解析結果

の方が高めの傾向にある． 

 解析精度を検証するため，Fig. 4-13 に示す通り船体中央部アッパーデッキ左舷(DMP)に

おける超過確率を求めた．この結果，本システムで得られる結果は実船計測結果よりも約

1.3 倍大きいものの，船体構造応答を概ね推定可能であるといえる．誤差要因としては，

実際の積付け，喫水を再現できておらず，実際と重量分布が多少異なること，船速を固定

していること，出会い波は ALL-Headings としていること，海象予報値(Forecast データ)の

精度や，実船の短期応答がレイリー分布と外れ，解析で用いた波スペクトル形状や波の方

向分布と一致しなくなったこと等が挙げられる．また，計算手法による影響も大きい．武

田ら[58][59]によれば荷重計算をストリップ法とパネル法のそれぞれで実施した結果，応

力の長期予測にて 6％の差があったと報告している．また Li ら[60]も同様の結果を報告し

ている．第 5 章にて実施する提案手法の大型コンテナ船に対する適合性検証においては，

解析結果に修正係数を乗じた応力分布を用いることとする．修正係数は実船計測結果と解

析結果との差が最小になるよう最小二乗法を用いて求めた．そのときの長期予測値を Fig. 

4-13 に併せて示した．なお，ここで用いた修正係数は数値計算方法，および個船毎の

FEM モデル化の精緻度に依存する． 

 

 

Fig. 4-5 DMP 位置における単位有義波高当たりの標準偏差 

T [sec] 0 15 30 45 60 75 90 105 120 135 150 165 180 195 210 225 240 255 270 285 300 315 330 345
3.5 0.12 0.15 0.20 0.22 0.26 0.25 0.27 0.23 0.22 0.16 0.14 0.12 0.11 0.16 0.19 0.25 0.26 0.31 0.28 0.30 0.24 0.22 0.15 0.13
4.5 0.30 0.31 0.37 0.52 0.45 0.41 0.46 0.40 0.40 0.34 0.32 0.32 0.33 0.39 0.41 0.51 0.50 0.58 0.53 0.57 0.48 0.48 0.37 0.36
5.5 0.51 0.52 0.59 0.59 0.69 0.65 0.71 0.63 0.63 0.56 0.52 0.53 0.55 0.65 0.67 0.80 0.79 0.91 0.83 0.89 0.76 0.76 0.61 0.59
6.5 0.93 0.91 0.93 0.93 0.99 0.96 0.99 0.95 0.94 0.92 0.91 0.96 1.00 1.08 1.11 1.20 1.17 1.26 1.17 1.24 1.11 1.14 1.02 1.01
7.5 1.43 1.39 1.36 1.31 1.28 1.24 1.23 1.23 1.25 1.31 1.36 1.44 1.50 1.56 1.55 1.57 1.50 1.52 1.44 1.50 1.44 1.51 1.47 1.48
8.5 1.84 1.79 1.70 1.60 1.50 1.42 1.38 1.41 1.47 1.59 1.70 1.81 1.88 1.91 1.87 1.81 1.70 1.66 1.57 1.64 1.66 1.78 1.82 1.87
9.5 2.08 2.02 1.90 1.75 1.60 1.48 1.42 1.47 1.57 1.73 1.88 2.02 2.09 2.09 2.03 1.92 1.76 1.68 1.60 1.68 1.75 1.92 2.01 2.09

10.5 2.17 2.10 1.97 1.79 1.61 1.46 1.39 1.45 1.58 1.76 1.93 2.08 2.15 2.14 2.05 1.92 1.74 1.63 1.55 1.64 1.75 1.94 2.07 2.16
11.5 2.15 2.08 1.95 1.76 1.56 1.40 1.32 1.38 1.52 1.72 1.90 2.04 2.11 2.09 2.00 1.85 1.66 1.53 1.45 1.55 1.68 1.89 2.04 2.14
12.5 2.07 2.00 1.87 1.68 1.47 1.31 1.23 1.29 1.43 1.63 1.81 1.95 2.01 1.99 1.89 1.74 1.55 1.41 1.35 1.44 1.59 1.79 1.95 2.05
13.5 1.95 1.89 1.76 1.57 1.37 1.21 1.13 1.19 1.33 1.53 1.70 1.83 1.89 1.86 1.77 1.61 1.43 1.30 1.23 1.32 1.47 1.67 1.83 1.93
14.5 1.82 1.76 1.64 1.46 1.27 1.11 1.03 1.09 1.23 1.41 1.58 1.70 1.75 1.73 1.63 1.49 1.31 1.18 1.12 1.21 1.36 1.55 1.70 1.80
15.5 1.69 1.63 1.52 1.35 1.17 1.01 0.94 1.00 1.13 1.30 1.46 1.57 1.62 1.59 1.50 1.36 1.20 1.07 1.02 1.11 1.25 1.43 1.57 1.67
16.5 1.56 1.51 1.40 1.24 1.07 0.93 0.86 0.91 1.03 1.20 1.34 1.44 1.49 1.46 1.38 1.25 1.09 0.98 0.93 1.01 1.14 1.31 1.45 1.54
17.5 1.43 1.39 1.29 1.14 0.98 0.85 0.78 0.83 0.95 1.10 1.23 1.33 1.37 1.34 1.26 1.14 1.00 0.89 0.85 0.92 1.05 1.21 1.33 1.42
18.5 1.32 1.28 1.18 1.05 0.90 0.78 0.72 0.76 0.87 1.01 1.13 1.22 1.25 1.23 1.16 1.05 0.91 0.81 0.77 0.84 0.96 1.11 1.23 1.30

相対波向き
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Fig. 4-6 Comparison of the 2012/04-2012/10 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 

 

Fig. 4-7 Comparison of the 2012/10-2013/03 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 
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Fig. 4-8 Comparison of the 2013/06-2014/01 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 

 

 

Fig. 4-9 Comparison of the 2014/01-2014/07 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 
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Fig. 4-10 Comparison of the 2014/07-2015/02 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 

 

Fig. 4-11 Comparison of the 2015/07-2016/01 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 
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Fig. 4-12 Comparison of the 2016/01-2016/05 time history of standard deviation concerning LF stress 

(√    ) between simulation and measurement. 

 

 

Fig. 4-13 Comparison of exceedance probability between measured data and stress obtained from JMU-

HULL. 
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4．2 簡易推定手法の計算手順 

 本節では，4.1.1と 4.1.2 の結果から弾性振動応答を考慮した疲労被害度を計算する手順

を示す． 

1. 4.1.1 の結果より，各構造評価箇所での係数 A，B を決定する． 

2. 4.1.2 に示すとおり，遭遇海象毎に各構造評価箇所の応力標準偏差（√    ）を求め

る．そのときの遭遇海象（有義波高と平均波周期）データも保存しておく． 

3. 船体モニタリングによって得られる船の針路と波浪の相対波向き および船速

V[m/s]と 2.の遭遇海象（平均波周期と波向き）から式(9)を元に出会い波周期

   ( 
  

  
⁄ )を求める．ここで，     ⁄ である． 

                                                          

4. 式(8)と 1.と 3.で算出した       より  を求める． 

5. 2.と 4.で算出した応力の標準偏差と を式(7)に適用して疲労被害度を求める． 

6. 1.から 5.を遭遇海象毎，構造評価箇所毎に計算する． 
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4．3 4 章のまとめ 

本章では弾性振動応答を考慮した疲労強度評価のために，波浪応答の応力評価が可能な

システムと弾性振動応答の応力評価が可能なシステムを組み合わせて，新しい「弾性振動

応答を考慮した簡易的な疲労強度推定手法」を提案した． 

数値シミュレーションに基づいて，出会いゼロクロス周期と弾性振動応答と波浪応答の

標準偏差の比( )の相関関係を計算する方法，応力の標準偏差を計算する方法，および弾

性振動応答を考慮した疲労被害度を計算する手順を示し，以下の結論を得た． 

1. APPENDIX-B にて非定常・時刻歴応答解析手法の精度検証した結果を示し，規則波中

においては既存手法であるストリップ法の運動計算結果と概ねよい一致を示した．さ

らに不規則波中の弾性応答計算結果も実船計測値と概ね一致することが確認できた．

また，出会いゼロクロス周期と弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比( )の相関関係

を数値シミュレーションで実用的な精度で求めることが可能であることを示した． 

2. 応力の標準偏差を算出するにあたって，荷重－構造応答一貫解析システムを用いる方

法を示した．解析精度を検証した結果，本システムで得られる結果は実船計測結果よ

りも約 1.3 倍大きいものの，船体構造応答を概ね推定可能であるといえる．誤差要因

としては，実際の積付け，喫水を再現できておらず，実際と重量分布が多少異なるこ

と，船速を固定していること，出会い波は ALL-Headings としていること，海象予報

値(Forecast データ)の精度や，実船の短期応答がレイリー分布と外れ，解析で用いた波

スペクトル形状や波の方向分布と一致しなくなったこと等が挙げられる．また，計算

手法による影響も大きいことを考察した．つまり，ここで用いる修正係数は数値計算

方法，および個船毎の FEM モデル化の精緻度に依存する． 

以上の検討結果より，従来は 1.2.2.1 の解析手法と 1.2.2.2 の解析手法は単独で用いられ

ていたが，本提案を用いることで，従来システムをベースとして効率的かつ高精度に弾性

振動応答を考慮でき，かつ計算時間の短縮が可能となる評価手法を構築した． 
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 弾性振動応答を考慮した疲労強度の簡易第5章

推定手法の適用範囲の検証 

 

5．1 緒言 

 第 4 章にて新しい「弾性振動応答を考慮した簡易的な疲労強度推定手法」を提案した．

本章では提案した簡易推定手法の精度検証と適用範囲を明確にするため，大型コンテナ船

の船体各部にて検証を実施する． 

5．2 評価対象部 

 第 2 章にて示した下記の 5 か所にて，標記簡易推定手法を適用する．また，同一箇所の

実船計測データを用いて，適用可能性を考察する． 

 

 船体後部（居住区前）    ：L-1 

 船体後部（居住区後）    ：L-2 

 船体後部アッパーデッキ左舷   ：DAP 

 船体中央部アッパーデッキ左舷   ：DMP 

 船体前部アッパーデッキ左舷   ：DFP 

 

5．3 検証結果 

5．3．1 疲労被害度 

 まず，Zwave を用いて各評価対象部の弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比( )を求

めた．解析モデルや解析条件は第 4章のとおりである．Fig. 5-1 に出会いゼロクロス周期

と の関係を図示した．各評価位置で得られた結果をぞれぞれ最小二乗法で近似し，第 4

章で提案した式(8)に当て嵌めた．また全点で近似した曲線も黒実線で併せて示す．また 2

章で示した実船計測結果との比較を Fig. 5-2 から Fig. 5-6 に示す．実船計測の散布図から

求めた近似曲線を鎖線で示している．これらの図を観察すると，解析によって得られた 

は評価対象部５点ともに実船計測結果よりも大きくなる傾向であった．さらに船尾側

（DAP，L-1，L-2）に行くほど が大きくなる傾向が観察され，その傾向は解析結果の方

が実船計測結果よりも大きい． 
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つぎに，この結果と JMU-HULL にて求めた各海象における標準偏差の結果と組み合わ

せて，弾性振動応答を考慮した累積疲労被害度を求めた．その結果を Fig. 5-7 に示す．各

点で近似した結果と全点で近似した結果も併せて示している．この図より，各点で近似し

た場合と全点で近似した場合の誤差は L-2 と L-1 で 200％，その他は最大で+32％～-23%

であった．船尾側で大きくなった要因として，解析条件の喫水と実船での喫水の差異が挙

げられる．実船計測期間中の喫水は概ね 13m以下であった．一方，解析では喫水を 14m

と設定していたため，船尾オーバーハング部が水面と衝突する頻度が実船よりも多くなり，

弾性振動応答が大きく出たと考えられる．船首尾での衝撃荷重の頻度については 5.3.3 項

で考察する．各点で近似式を生成することが望ましいが，喫水の影響を考慮して調査する

必要がある．本船においては，実用上においては全点で近似式を生成することも可能であ

ると考えられる． 

つぎに，本提案手法により求めた疲労被害度と実船計測結果を比較して，その適用性に

ついて考察する．Fig. 5-8 に波浪応答の比較結果を，Fig. 5-9 に弾性振動応答を考慮した累

積疲労被害度の比較結果を示す．Fig. 5-9 には弾性振動応答を考慮した累積疲労被害度と

波浪応答の累積疲労被害度の比を併せて示す．波浪応答に関しては，L-1 を除くと，簡易

推定手法と実船計測結果を比較すると概ね一致している．なお，L-1 で乖離が起きた要因

については 5.3.2 項にて考察する． 

 以上の検討結果により弾性振動応答を考慮した累積疲労被害度に関し，簡易推定手法は

概ね実船計測結果と一致することが確認された．  
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Fig. 5-1 シミュレーション結果 

 

Fig. 5-2 Comparison between results of simulation and measurement concerning   (DFP) 
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Fig. 5-3 Comparison between results of simulation and measurement concerning   (DMP) 

 

Fig. 5-4 Comparison between results of simulation and measurement concerning   (DAP) 
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Fig. 5-5 Comparison between results of simulation and measurement concerning   (L-1) 

 

Fig. 5-6 Comparison between results of simulation and measurement concerning   (L-2) 
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Fig. 5-7 Simulation result of Fatigue damage 

 

 
Fig. 5-8 解析と実船計測結果の比較（LF） 
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Fig. 5-9 解析と実船計測結果の比較（RAW） 

 

5．3．2 居住区前に配置したセンサー(L-1)の誤差要因の検討 

 前項のとおり，船尾側である居住区前側（L-1）に設置したセンサーから得た疲労被害

度は実船計測値よりもシミュレーション結果の方が弾性振動応答の影響が大きくなったこ

とに関し，考察する． 

 まず，使用した FEM モデルと図面の差を調査するため，L-1，L-2 付近の構造イメージ

図を Fig. 5-10 に示し，使用した FEMモデル図を Fig. 5-11 に示す．Fig. 5-10 の黒線が実構

造の部材配置となる．L-1 付近では赤点線で示した部分では高応力が発生しやすいためコ

ーナー部を設けて応力集中を緩和している．一方，FEM モデルでは赤点線の形状にてモ

デル化を行っていた．そのため，応力緩和されていないことが主要因と考えられる． 
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Fig. 5-10 L-1，L-2 付近の構造イメージ図（上面図） 

 

Fig. 5-11   L-1，L-2 付近の解析モデル図 

 ここで JMU-HULL にて長期予測した結果を Fig. 5-12 に示す．出会い波向きは ALL-

Headingとした．各応力値は 10
-4レベルとした．JMU-HULL(FEM)では L-1（x=87m）で値

が大きくなり，応力集中が観察できる．応力集中が起きた要因として，Fig. 5-10 に示した

とおりコーナー部を精緻にモデル化していないこと，FEM では船側外板に作用する水圧

変動荷重も負荷しており，その荷重による船側外板と L. Bulkheadの局部的なたわみ変形

が生じたと考えられる．一方，振動モードでは 2節の節振動のみを抽出したので船体長手

方向の応力は大きくなるが，局部的なたわみ変形やねじりによる応力や応力集中部での応

力上昇がみられないためである． 

L-1L-2

L-1 

L-2 
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Fig. 5-12 波浪応答と振動応答の船長方向応力分布の比較 

 

 実際にどの程度の応力差があるのかを確認するため，実船計測データにてスペクトル解

析を実施した．実船計測データにてスペクトル解析するにあたり，比較する海象は以下の

２つとした． 

Table 5-1 抽出した海象 

Date Time 
Wave direction 

[degree] 

Wave period 

[s] 

Significant wave 

height [m] 
 

2014/01/29 23:00 210.20 13.18 5.15 Head sea 

2016/01/10 19:00 60.81 9.52 5.63 Aft oblique sea 

 

１つめの海象は向波である．その時のスペクトルの周波数成分を Fig. 5-13，Fig. 5-14 に

示す．これらの図を観察すると，出会い波の周波数成分として 0.078Hz（T=12.8s）となり，

弾性振動応答の周波数成分は 0.518Hz（T=1.9s）であった．これらの図から先ほどの振動

数におけるスペクトルパワー値を読み取り，平方根をとって応力値に変換した．その結果

を Fig. 5-17 に示す．この図の観察結果から波浪応答，弾性振動応答ともに L-1，L-2 及び

DAP の値はほぼ同程度である．２つめの海象は斜追波である．その時のスペクトルの周

波数成分を Fig. 5-15，Fig. 5-16 に示す．これらの図を観察すると，出会い波の周波数成分
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として 0.068Hz（T=14.7s）と 0.137Hz（T=7.3s）となり，弾性振動応答の周波数成分は

0.547Hz（T=1.8s）であった．１つめの海象と同様にスペクトルパワー値を応力値に変換

した結果を Fig. 5-18 に示す．この図の観察結果から波浪応答は L-2 が船体中央部の値と比

較して大きくなり，弾性振動応答は L-と船体中央部の値はほぼ同程度である．よって，

相対的に船尾側での弾性振動応答の影響が小さくなっている． 

以上の結果から，2 つの代表的な海象にて船尾側で弾性振動応答の影響を考察したが，

L-1 にて顕著な高応力は観察できず，ハッチコーナー部にて応力緩和がなされていたと考

えられる．したがって，本論で使用した FEMモデルでの検討結果では評価対象部（L-1）

においては実船計測結果と比較した定量的な評価は困難である．そのため，定性的な考察

に留めておくこととする． 
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Fig. 5-13 評価位置（L-1, L-2）でのパワースペクトラム（2014/01/29 23:00 の海象） 
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Fig. 5-14 評価位置（DFP,DMP,DAP）でのパワースペクトラム（2014/01/29 23:00 の海象） 
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Fig. 5-15 評価位置（L-1, L-2）でのパワースペクトラム（2016/01/10 19:00 の海象） 
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Fig. 5-16 評価位置（DFP,DMP,DAP）でのパワースペクトラム（2016/01/10 19:00 の海象） 
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Fig. 5-17 船長方向分布の比較：VBM と弾性振動応答(2014/01/29 23:00) 

 

Fig. 5-18 船長方向分布の比較：VBM と弾性振動応答(2016/01/10 19:00) 
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5．3．3 居住区後に配置したセンサー(L-2)の誤差要因の検討 

 5.3.1 項のとおり，シミュレーション結果から得た疲労被害度に関し，船尾側である居

住区後側（L-2）に設置したセンサーの結果の方が船体中央部よりも弾性振動応答が疲労

被害度に与える影響が大きくなったことに関し考察する．ここで ZWAVEより求めた時系

列データからパワースペクトルに変換した結果の一例を Fig. 5-19 と Fig. 5-20 に示す．ここ

での解析条件は有義波高 5m，平均波周期 12秒である．これらの図を観察すると 0.1Hz付

近に波浪応答に起因する応答が見られ，DMP のスペクトルが L-2 のスペクトルよりも大

きくなっている．一方，弾性振動応答は 0.489Hz で明瞭に観察でき，その応答量は DMP

と L-2 でほぼ同程度である．つまり，波浪応答と弾性振動応答の比で評価した場合，中央

部よりも船尾の方が大きくなる．また， Fig. 5-21 に船首部に波の山が来た瞬間の海面状況

を示す．この後の 10.5秒後にはこの山が船尾側に移動する．その状況を Fig. 5-22 に示す．

船首部では 4m程度であった波高が船体の移動とともに 2m程度まで急激に小さくなって

いることが観察できる．よって，シミュレーションで生じた誤差要因のひとつとして，船

尾側における波浪応答による応力が小さく計算されたことが挙げられる．  

 

Fig. 5-19 ZWAVE より計算したパワースペクトル（DMP） 
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Fig. 5-20  ZWAVE より計算したパワースペクトル（L-2） 

 

Fig. 5-21 船首部に波の山が来た瞬間の海面の様子 

 

Fig. 5-22 船首部に波の山が来た瞬間から 10.5 秒後の海面の様子 

 

 大型コンテナ船では船首フレア部や船尾オーバーハング部において喫水面より上方にて

大きく張り出していることから，喫水や遭遇波高によって没水面積が大きく変化しするこ

とによって応力変動に非線形性が出てくる．そこで，ふたつめの要因を考察するため，船

尾と船首の喫水上に作用する荷重範囲を Fig. 5-23 と Fig. 5-24 の赤枠部の範囲とし，その範

囲に生じる荷重応答を調べた．なお赤枠部の底辺が喫水位置である．時系列の一例を Fig. 

5-25 と Fig. 5-26 に示す．短時間（6 分間程度）ではあるが，喫水より上方に波が到達する

回数は船尾側の方が少ないことが観察された．つまり，シミュレーションで生じた誤差要
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因として，船尾側における弾性振動応答が大きく計算されたことが挙げられる．実船で得

られた結果との相違を考察していくには，計算に用いるモデルのメッシュサイズを今以上

に細かくし，かつシミュレーション時間をより多くしていく必要があると考えられる．一

方で計算時間も今以上に要することとなることから，シミュレーションの計算速度向上に

取り組む必要がある． 

 以上の考察の結果，波浪成分の応答は低めに，弾性振動応答成分は高めに推定しており，

その影響を明らかにした．本シミュレーションを用いた場合，弾性振動応答に対する波浪

成分の比は実船計測結果よりも高めの値となり，本研究で提案した弾性振動応答を考慮し

た疲労被害度の推定結果は安全側の結果となる．よって，船尾側を評価対象とした場合に

は，提案手法の精度には改善の余地があるものの，実用的に使用できると判断する． 

 

Fig. 5-23 荷重範囲（船首側） 

 

Fig. 5-24 荷重範囲（船尾側） 
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Fig. 5-25 ZWAVE により求めた荷重時刻歴（上：船首，下：船尾） 

 

 

Fig. 5-26 ZWAVE により求めた荷重時刻歴拡大図（上：船首，下：船尾）  
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5．4 弾性振動応答が長期の疲労強度に与える影響 

 本節では数値シミュレーションにより，弾性振動応答が長期の疲労被害度に与える影響

について検討を行う．解析条件を以下にまとめる． 

1. 波浪頻度確率分布は IACS の World wide を用いる．短期海象の遭遇回数は 100,000

回とした． 

2. 1.2.2.1 にて述べた荷重－構造応答一貫解析システムによって得た標準偏差√  と式

(4)および波浪頻度分布表から各海象での疲労被害度を算出する． 

3. 波向きを予め定めることは難しいので，荷重－構造応答一貫解析システムでは

ALL-Headings とする． 

4. 評価対象部は船体中央アッパーデッキ左舷(DMP)とする． 

5. 1.2.2.2 にて述べた弾性振動応答の直接解析にて得た時系列を統計処理し， を算出

し， と Tze で定式化する．第 4 章で示したとおり，DMP では          
     とな

る．2 章にて実船計測では低波高または高波高にて が大きくなることを示したが，

本計算では有義波高に対して一定の値とする． 

6. 式(7)と√  ， より弾性振動応答を考慮した疲労被害度を算出する． 

7. 船速は，15kt で一定とした場合と，有義波高 5m 以上では 5kt に減速すると仮定し

た場合の 2種類とする． 

 各海象における疲労被害度について，波浪応答のみの結果を Fig. 5-27 に，弾性振動応答

を考慮した疲労被害度を Fig. 5-28 に示す．疲労被害度が大きくなる海象は有義波高が

3.0mから 7.0m，かつ平均波周期が 7.0s から 11.0s 付近であることがわかる．最も影響の

大きい海象は有義波高が 3.5m，かつ平均波周期が 8.5s であった．波浪応答のみの場合と

弾性振動応答を考慮した場合での傾向は同様であった．また有義波高 5m 以上では 5kt に

減速した場合の結果をそれぞれ Fig. 5-29 と Fig. 5-30 に示す．有義波高 5m 以上で疲労被害

度が若干ではあるが小さくなっている． 

 各疲労被害度と有義波高の関係を Fig. 5-31 と Fig. 5-32 に示す．各短期海象での疲労被害

度を足し合わせると，長期の疲労被害度が求まる．今回の計算条件において，船速 15kt

とした場合，弾性振動応答を考慮した疲労被害度は 0.724，波浪応答のみの疲労被害度は

0.245 となった．また，有義波高 5m以上で減速した場合，弾性振動応答を考慮した疲労

被害度は 0.545，波浪応答のみの疲労被害度は 0.187 となった．長期的にみて有義波高 5m

以上の海象で減速を行うと疲労被害度は約 25%低下する．弾性振動応答を考慮した疲労被

害度と波浪応答のみの疲労被害度の比をとると，今回の計算条件においては，船速 15kt

とした場合に 2.96，有義波高 5m以上で減速した場合に 2.91となった．長期的にみて有義

波高 5m以上の海象で減速を行っても弾性振動応答の影響はそれほど変化しないことが確

認できる．これは を波高によらず一定の値としたためである．波高が大きくなるほど弾
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性振動応答の影響も大きくなると考えられ，減速を考慮しない場合は弾性振動応答の影響

が大きくなると推察される． と波高の関係を考慮することが課題として残った． 

 

Fig. 5-27 Fatigue damage of DNB(LF) in each short-term sea state. 

 

 

Fig. 5-28 Fatigue damage of DNB(RAW) in each short-term sea state. 

 

H/T 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5

0.5 0.0000       0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

1.5 0.0000       0.0000  0.0002  0.0011  0.0023  0.0023  0.0013  0.0005  0.0002  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

2.5 -              0.0000  0.0002  0.0019  0.0067  0.0089  0.0061  0.0026  0.0008  0.0002  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

3.5 -              0.0000  0.0001  0.0015  0.0079  0.0141  0.0119  0.0060  0.0021  0.0006  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

4.5 -              -         0.0000  0.0008  0.0060  0.0139  0.0145  0.0086  0.0035  0.0011  0.0003  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

5.5 -              -         0.0000  0.0004  0.0035  0.0103  0.0128  0.0089  0.0041  0.0014  0.0004  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

6.5 -              -         0.0000  0.0001  0.0018  0.0062  0.0091  0.0073  0.0038  0.0015  0.0005  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

7.5 -              -         -         0.0001  0.0008  0.0033  0.0056  0.0051  0.0030  0.0013  0.0004  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

8.5 -              -         -         0.0000  0.0003  0.0016  0.0031  0.0031  0.0020  0.0009  0.0003  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

9.5 -              -         -         -         0.0001  0.0007  0.0015  0.0017  0.0012  0.0006  0.0003  0.0001  0.0000  -         -         -         

10.5 -              -         -         -         0.0001  0.0003  0.0007  0.0008  0.0007  0.0004  0.0001  0.0001  0.0000  -         -         -         

11.5 -              -         -         -         -         0.0002  0.0004  0.0004  0.0003  0.0002  0.0001  0.0001  -         -         -         -         

12.5 -              -         -         -         -         -         0.0003  0.0002  0.0002  0.0002  -         -         -         -         -         -         

13.5 -              -         -         -         -         -         -         -         0.0003  -         -         -         -         -         -         -         

14.5 -              -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

15.5 -              -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

16.5 -              -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

H/T 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5

0.5 0.0000       0.0000  0.0001  0.0002  0.0002  0.0001  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

1.5 0.0000       0.0001  0.0012  0.0052  0.0090  0.0074  0.0036  0.0013  0.0004  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

2.5 -              0.0000  0.0012  0.0095  0.0255  0.0283  0.0169  0.0066  0.0019  0.0005  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

3.5 -              0.0000  0.0005  0.0076  0.0303  0.0450  0.0332  0.0152  0.0050  0.0013  0.0003  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

4.5 -              -         0.0002  0.0041  0.0230  0.0444  0.0403  0.0217  0.0081  0.0024  0.0006  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

5.5 -              -         0.0001  0.0018  0.0136  0.0327  0.0357  0.0225  0.0096  0.0031  0.0008  0.0002  0.0000  0.0000  -         -         

6.5 -              -         0.0000  0.0007  0.0068  0.0198  0.0254  0.0185  0.0090  0.0032  0.0010  0.0003  0.0001  0.0000  -         -         

7.5 -              -         -         0.0003  0.0031  0.0106  0.0156  0.0128  0.0070  0.0028  0.0009  0.0002  0.0001  0.0000  -         -         

8.5 -              -         -         0.0001  0.0013  0.0051  0.0086  0.0079  0.0047  0.0021  0.0007  0.0002  0.0000  0.0000  -         -         

9.5 -              -         -         -         0.0005  0.0022  0.0043  0.0042  0.0029  0.0014  0.0006  0.0002  0.0001  -         -         -         

10.5 -              -         -         -         0.0003  0.0008  0.0021  0.0021  0.0017  0.0008  0.0003  0.0001  0.0001  -         -         -         

11.5 -              -         -         -         -         0.0006  0.0011  0.0009  0.0007  0.0005  0.0002  0.0001  -         -         -         -         

12.5 -              -         -         -         -         -         0.0007  0.0006  0.0005  0.0003  -         -         -         -         -         -         

13.5 -              -         -         -         -         -         -         -         0.0006  -         -         -         -         -         -         -         

14.5 -              -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

15.5 -              -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

16.5 -              -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         
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Fig. 5-29 Fatigue damage of DNB(LF) in each short-term sea state.(波高 5m 以上で減速) 

 

 

Fig. 5-30 Fatigue damage of DNB(RAW) in each short-term sea state. (波高 5m 以上で減速) 

 

H/T 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5

0.5 0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

1.5 0.0000  0.0000  0.0002  0.0011  0.0023  0.0023  0.0013  0.0005  0.0002  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

2.5 -         0.0000  0.0002  0.0019  0.0067  0.0089  0.0061  0.0026  0.0008  0.0002  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

3.5 -         0.0000  0.0001  0.0015  0.0079  0.0141  0.0119  0.0060  0.0021  0.0006  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

4.5 -         -         0.0000  0.0008  0.0060  0.0139  0.0145  0.0086  0.0035  0.0011  0.0003  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

5.5 -         -         0.0000  0.0002  0.0017  0.0051  0.0064  0.0045  0.0021  0.0007  0.0002  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

6.5 -         -         0.0000  0.0001  0.0009  0.0031  0.0046  0.0037  0.0019  0.0007  0.0002  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

7.5 -         -         -         0.0000  0.0004  0.0017  0.0028  0.0025  0.0015  0.0006  0.0002  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

8.5 -         -         -         0.0000  0.0002  0.0008  0.0015  0.0016  0.0010  0.0005  0.0002  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

9.5 -         -         -         -         0.0001  0.0003  0.0008  0.0008  0.0006  0.0003  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         -         

10.5 -         -         -         -         0.0000  0.0001  0.0004  0.0004  0.0004  0.0002  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         -         

11.5 -         -         -         -         -         0.0001  0.0002  0.0002  0.0002  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         -         -         

12.5 -         -         -         -         -         -         0.0001  0.0001  0.0001  0.0001  -         -         -         -         -         -         

13.5 -         -         -         -         -         -         -         -         0.0001  -         -         -         -         -         -         -         

14.5 -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

15.5 -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

16.5 -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

H/T 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5

0.5 0.0000  0.0000  0.0001  0.0002  0.0002  0.0001  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

1.5 0.0000  0.0001  0.0012  0.0052  0.0090  0.0074  0.0036  0.0013  0.0004  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

2.5 -         0.0000  0.0012  0.0095  0.0255  0.0283  0.0169  0.0066  0.0019  0.0005  0.0001  0.0000  0.0000  0.0000  -         -         

3.5 -         0.0000  0.0005  0.0076  0.0303  0.0450  0.0332  0.0152  0.0050  0.0013  0.0003  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

4.5 -         -         0.0002  0.0041  0.0230  0.0444  0.0403  0.0217  0.0081  0.0024  0.0006  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

5.5 -         -         0.0000  0.0006  0.0052  0.0137  0.0159  0.0104  0.0046  0.0015  0.0004  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

6.5 -         -         0.0000  0.0002  0.0026  0.0083  0.0113  0.0086  0.0043  0.0016  0.0005  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

7.5 -         -         -         0.0001  0.0012  0.0045  0.0070  0.0059  0.0033  0.0014  0.0005  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

8.5 -         -         -         0.0000  0.0005  0.0022  0.0038  0.0037  0.0022  0.0010  0.0004  0.0001  0.0000  0.0000  -         -         

9.5 -         -         -         -         0.0002  0.0009  0.0019  0.0020  0.0014  0.0007  0.0003  0.0001  0.0000  -         -         -         

10.5 -         -         -         -         0.0001  0.0004  0.0009  0.0010  0.0008  0.0004  0.0001  0.0001  0.0000  -         -         -         

11.5 -         -         -         -         -         0.0002  0.0005  0.0004  0.0003  0.0003  0.0001  0.0001  -         -         -         -         

12.5 -         -         -         -         -         -         0.0003  0.0003  0.0002  0.0002  -         -         -         -         -         -         

13.5 -         -         -         -         -         -         -         -         0.0003  -         -         -         -         -         -         -         

14.5 -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

15.5 -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         

16.5 -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         
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Fig. 5-31 疲労被害度と有義波高の関係 

 

Fig. 5-32 疲労被害度と有義波高の関係 (波高 5m 以上で減速)  
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5．5 5 章のまとめ 

本章では提案した簡易推定手法の精度検証と適用範囲を明確にするため，大型コンテナ

船の船体各部にて疲労被害度の精度検証を実施した．得られた結論と知見は以下のとおり

である． 

1. Zwave にて弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比( )を求め，この結果と JMU-

HULL の結果と組み合わせて，弾性振動応答を考慮した累積疲労被害度の結果を求め

た．各点で近似した場合と全点で近似した場合の誤差は，船尾の一部を除き±30％以

内であった． 

2. 本提案手法により求めた疲労被害度と実船計測結果を比較して，その適用性について

考察した．波浪応答に関しては，L-1 を除くと，簡易推定手法と実船計測結果を比較

すると概ね一致している．弾性振動応答を考慮した累積疲労被害度に関しても同様の

結果を得た．以上の検討結果により，本論で提案する弾性振動応答を考慮した疲労強

度の推定手法は実用的に問題ないことが確かめられた．  

3. 提案した疲労被害度の簡易推定手法では，船尾側にて中央部よりも弾性振動応答の影

響が大きくなったことに関し，その要因を分析した．Zwave で計算された波浪応答と

弾性振動応答の値を中央部と船尾にて観察した結果，船尾側にて波浪成分の値が小さ

くなる結果となり，船尾側で弾性振動応答の影響が相対的に大きいことが確かめられ

た． 

4. シミュレーションと World-wide の波浪頻度分布表に基づいて，弾性振動応答が長期

の疲労被害度に与える影響について検討を行った．その結果，疲労被害度が大きくな

る海象は有義波高が 3.0mから 7.0m，かつ平均波周期が 7.0s から 11.0s 付近であるこ

とが確認できた．波浪応答のみの場合と弾性振動応答を考慮した場合の傾向は同様で

あった．疲労被害度を求めると今回の計算条件において，船速 15kt とした場合，弾性

振動応答を考慮した疲労被害度は 0.724，波浪応答のみの疲労被害度は 0.245 となった．

また，有義波高 5m以上で減速した場合，弾性振動応答を考慮した疲労被害度は 0.545，

波浪応答のみの疲労被害度は 0.187 となり，有義波高 5m以上の海象で減速を行うと

疲労被害度は約 25%低下する．弾性振動応答を考慮した疲労被害度と波浪応答のみの

疲労被害度の比をとると，今回の計算条件においては，船速 15kt とした場合に 2.96，

有義波高 5m以上で減速した場合に 2.91 となった．有義波高 5m以上の海象で減速を

行っても弾性振動応答の影響はそれほど変化しないことが確認できた． 
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 結論 第6章

 

6．1 結論 

コンテナ船は大型化がますます顕著となり，船体 2 節振動モードの固有振動周期が長く，

出会い波周期と近づくため弾性振動応答が起こりやすくなる．特に 2013年に発生した大

型コンテナ船の折損事故を契機として，船体構造の健全性を確保することは保守面での経

済性や健全性が損なわれたときの社会的責任の重さの観点から非常に重要であることが再

認識され，現在でもこの弾性振動応答の発生応力が疲労寿命や最終強度へ与える影響につ

いて盛んに研究が行われている．一方で，実船計測では実際の応力頻度を正確に捉えられ

るが長期間の計測が困難なこと，現在の設計に多くの適用実績が荷重構造応答一貫解析で

は弾性振動応答を考慮した疲労強度評価が行えないことを課題として示した．以上の背景

のもと，本論文では，大型コンテナ船を対象とし，弾性振動応答が疲労与える影響に関す

る課題を取り上げ，その解決のために「船体モニタリング」と「疲労被害度算定方法」と

「弾性振動応答の定量的推定」を統合し，これらの技術を基にした新しい「弾性振動応答

を考慮した簡易的な疲労強度推定手法」を提案した．本研究にて得られた成果を章ごとに

まとめて総括とする． 

第 2 章「実船計測に基づく弾性振動応答が疲労強度に与える影響」では，弾性振動応答

を含む疲労被害度をスペクトル法     により統計値で表されることを示し，実船計測に

基づいて，スペクトル法を用いた疲労被害度   の実用性を，一般的な疲労被害度の算出

手法であるレインフロー法との結果比較を行いことにより検証した．その結果，波浪応答

に関して   (  )と  𝐵(  )は概ね一致し，RAW では   よりも  𝐵の方が 1.249 倍高めと

なることを確認した．したがって本船では  𝐵で疲労被害度を評価すると安全側の評価と

なり，実用的に問題ないことを示した． 

第 3 章「実船計測に基づく，簡易推定手法構築のための相関式の検討～弾性振動応答と

海象の相関関係～」では，弾性振動応答を含む疲労被害度の算出にスペクトル法     を

用いることとし，弾性振動応答の影響をより簡易的に取り扱うためには弾性振動応答の統

計的性質を明らかにすることが課題であることを示し，実船計測に基づいて弾性振動応答

と遭遇海象の相関関係について明らかにした．また，ねじり振動応答が疲労被害度に与え

る影響についても論じた．さらに，実船計測に基づく弾性振動応答と海象の相関関係につ

いて分析を行い，出会いゼロクロス周期と弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比( )に
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相関関係があり，定式化の可能性を見出した．その相関関係を定式化するにあたり，近似

曲線と実船計測の散布図にばらつきが大きいようにも見て取れることから，近似曲線を用

いたときの影響を検証した．実船計測で得られた散布図から近似曲線を求め，両者におけ

る弾性振動応答を含めた累積疲労被害度を求めると，その誤差は 6.9％であった．したが

って  𝐵を用いて累積疲労被害度を求めるにあたって，近似曲線を用いても実用上問題な

いことを示した． 

第 4 章「弾性振動応答を考慮した疲労強度の簡易推定手法の提案」では，弾性振動応答

を考慮した疲労被害度を算出するにあたっての課題であった計算量と計算時間の多さを解

決するため，弾性振動応答と波浪応答の標準偏差の比( )と出会いゼロクロス周期の相関

関係を数値シミュレーションで精度よく定式化できることを示し，計算の簡略化を行った．

さらに，波浪応答の応力評価が可能な既存システムと， と出会いゼロクロス周期の相関

関係を組み合わせて，新しい「弾性振動応答を考慮した簡易的な疲労強度推定手法」を提

案した． 

第 5 章「弾性振動応答を考慮した疲労強度の簡易推定手法の適用範囲の検証」では，弾

性振動応答を考慮した簡易的な疲労推定手法の構築に向け，その適用範囲を明確にするた

め，大型コンテナ船の船体各部にて精度検証を実施した．簡易推定手法に関し，波浪応答

に関しては，船尾の一部を除き，簡易推定手法と実船計測結果を比較すると概ね一致して

いた．弾性振動応答を考慮した累積疲労被害度に関しても同様の結果を得た．したがって，

本論で提案する弾性振動応答を考慮した疲労強度の推定手法は実用的に問題ないことが確

かめられた．また，この簡易推定手法を用いて船速が長期の疲労被害度に与える影響を検

討した結果，有義波高 5m以上の海象にて 5kt に減速することにより疲労被害度が 25%低

下することが確認できた．さらに有義波高 5m以上の海象で減速を行っても弾性振動応答

を含む疲労被害度と波浪応答のみの疲労被害度の比はそれほど変化しないことが確認でき

た． 
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6．2 今後の課題 

本研究に関連した今後の課題を以下に示す． 

 

1. 弾性振動応答等の波浪に 起因する大型船の船体振動は近年になって発生し始めた新

事象では無く，安全率を陽に確保する半経験的疲労寿命評価手法（現在の疲労強度設

計法）に於いては，例えホイッピ ングが陽に考慮されていなくても，その影響は陰

に織り込まれてきたと解釈すべきとの指摘がある．つまり，現在の疲労強度設計法に

基づいていても，船体縦強度部材，特に一般的な上甲板 構造部材の疲労損傷が頻発

しておらず，重点的な監視・ 管理対象とはなっていないとの実情がある．よって，

本論で指摘したように船体縦強度部材の疲労被害度が，ホイッピング等の船体振動の

影響を考慮すれば，3 倍超になるが，実際の損傷実績を説明できなければならない．

本研究で用いた S-N 線図は定荷重疲労試験の非破壊確率が 95％を超えるような基準

線にて規定され，その中に陰にホイッピングの影響が含まれている可能性がある．弾

性振動応答が重畳したときの疲労試験データを蓄積し，S-N 線図の実用性を確認する

ことが必要と考える．重畳波を考慮した S-N 線図の作成方法を今後の課題として挙げ

ておく． 

 

2. シミュレーションに関し，本論では 10 ケースに絞り込んで簡易化を図った．計算時

間が 1 ケースあたり 5 日程度かかることが要因であった．検討期間短縮のためには計

算時間の短縮も課題である． 
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APPENDIX-A 

A θ，海象および船速との相関 

 以下に実船計測で得られた弾性振動応答の標準偏差と波浪応答の標準偏差の比（ ）に

ついて箱ひげ図にまとめた． は船速，有義波高，平均波周期，および相対波向に応じて

分類した．図中の青枠は四分位範囲を示し，橙色線はデータの中央値を示す．上限のひげ

が最大値，下限のひげが最小値となる． 

 

 

 

最大値

第三四分位数

第二四分位数

第一四分位数

最小値
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Fig. A-1 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Aft 

oblique sea, ship speed = 0kt-10kt) 
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Fig. A-2 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Aft 

oblique sea, ship speed = 10kt-15kt) 
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Fig. A-3 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Aft 

oblique sea, ship speed = 15kt-20kt) 
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Fig. A-4 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Aft 

oblique sea, ship speed = 20kt-25kt) 
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Fig. A-5 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Beam sea, 

ship speed = 0kt-10kt) 
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Fig. A-6 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Beam sea, 

ship speed = 10kt-15kt) 
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Fig. A-7 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Beam sea, 

ship speed = 15kt-20kt) 
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Fig. A-8 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Beam sea, 

ship speed = 20kt-25kt) 
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Fig. A-9 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Follow 

sea, ship speed = 0kt-10kt) 
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Fig. A-10 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Follow 

sea, ship speed = 10kt-15kt) 



141 
 

 

Fig. A-11 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Follow 

sea, ship speed = 15kt-20kt) 
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Fig. A-12 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Follow 

sea, ship speed = 20kt-25kt) 
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Fig. A-13 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Forward 

oblique sea, ship speed = 0kt-10kt) 
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Fig. A-14 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Forward 

oblique sea, ship speed = 10kt-15kt) 
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Fig. A-15 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Forward 

oblique sea, ship speed = 15kt-20kt) 
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Fig. A-16 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Forward 

oblique sea, ship speed = 20kt-25kt) 
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Fig. A-17 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Head 

sea, ship speed = 0kt-10kt) 
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Fig. A-18 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Head 

sea, ship speed = 10kt-15kt) 
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Fig. A-19 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Head 

sea, ship speed = 15kt-20kt) 
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Fig. A-20 Box plot for the correlation between   and mean wave period obtained from forecast (Head 

sea, ship speed = 20kt-25kt) 
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APPENDIX-B 

B 船体荷重計算および弾性振動応答解析シス

テム 

 

B.1 システムの構成 

本システムは非定常・非線形時刻歴船体荷重計算プログラムと船体弾性応答計算プログ

ラムより成り立っている．  

B.2 非定常・非線形時刻歴船体運動計算 

 非定常・非線形時刻歴船体荷重計算プログラムは，ランキンソース法を用いた非定常・

非線形時刻歴解析であり，計算手法としては文献[B-1]と類似の手法を採用している．本計

算の目的は船体弾性応答を数値計算で再現することであり，そのためには流体力に浸水面

による非線形影響を考慮することが重要となる．そのため本計算では，時々刻々と変化す

る船体表面の浸水面，および自由表面の影響を考慮して流体力を求めており，またランキ

ンパネルを時々刻々再配置する工夫を施している．Fig.B-1 に示すように，空間に固定さ

れた座標系を考え，船体，自由表面，造波機をモデル化する．本プログラムではこのよう

に長水槽を模擬しており，向波中を任意の船速 U(t)で進行する船体の運動および荷重を再

現することができる[B-2]． 

 

Fig. B-1 Coordinate system. 
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B.3 流体の支配方程式 

B.3.1. 船の座標系 

船の座標系として，前進座標系を o-xyz とする．空間固定座標系を Oo-XoYoZo とする．

よって座標系 o-xyzと Oo-XoYoZo の関係は以下のようになる． 

   𝑧                                                                                  式     

                                                                   式     

ここで，U は船速，χ は波向きを表す． 

 

B.3.2. 流体の支配方程式 

流体の支配方程式は，流速ベクトルを𝒗(𝒙, )，密度を𝜌(𝒙, )，圧力を𝑝(𝒙, )として下記

の式で知られている． 

連続の式 

 𝜌

  
 𝜌                                                                              式     

Navier-Stokes の式 

 
  

  
      𝑝      𝜌                                                 式     

状態方程式 

  (𝑝の関数)                                                                          式     

上記の微分方程式から５つの未知数𝒗(𝒙, ),𝜌(𝒙, ),𝑝(𝒙, )を求めることになる．この厳

密解を導くことはほぼ不可能であり，CFD 等の直接数値計算で解かない限りは，何らかの

仮定を設けて簡略化する必要がある．支配方程式の簡略化のために仮定される条件は①非

圧縮②非粘性③渦なしの３つがある．非圧縮の仮定は，密度が既知の関数であり，密度変

化がゼロ（
  

  
  ）としている．よって，式 B.3 は       となる．また式 B.5は既知と

する．非粘性の仮定は粘性率   とすることであり，式 B.4 は 
  

  
      𝑝  𝜌 とな

る．非圧縮，②非粘性を考慮することにより，式 B.3～B.5 は下記のように変形できる． 
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連続の式 

                                                                                         式     

Navier-Stokes の式 

 
  

  
      𝑝  𝜌                                                           式     

次に，渦なしの仮定について考える．数式では       と書かれる．左辺は渦度と呼ばれ

るベクトル量で，成分で書くと下記のようになる． 

      (
   

  
 

   

 𝑧
  

   

 𝑧
 

   

  
  

   

  
 

   

  
 )             式     

この物理的には渦の強さを意味する．ここで，次のような滑らかなスカラー関数      を

定義する． 

                                                                              式     

成分で表示すると，下記のようになる． 

   
  

  
    

  

  
    

  

 𝑧
                                              式      

 この速度ポテンシャルを用いると，式 B.9，B.10 は下記のように変形できる．式 B.12は

Bernoulliの式と呼ばれる． 

連続の式 

                                                                                      式      

Bernoulliの式 

  

  
 

 

 
      

𝑝

𝜌
  𝑧                                          式      

 この２つの支配方程式から２つの関数      ,𝑝(𝒙, )を求めればよいことになる．ここ

で，式 B.11 から      が求まれば，それを式 B.12 に代入することで𝑝(𝒙, )は求まる． 
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B.3.3. 境界条件 

 境界条件として次の３つを定義する． 

Ⅰ 海底条件 

Ⅱ 自由表面条件 

Ⅲ 船体表面条件 

 

まず，前進座標系 o-xyzでの速度ポテンシャルは定常成分（一様流）と周期成分にわけて

以下のように表す． 

                                                                       式      

Ⅰ 海底条件 

 海底条件は「海底を流体粒子が貫通しない」という条件であるため，以下の式で与えら

れる． 

     

 𝑧
                                                                         式      

 

Ⅱ 自由表面条件 

 境界条件は「圧力=大気圧で一定」，「海面を流体粒子は貫通しない」という条件であ

るから，以下の式で与えられる．  

  

  
  (

 

 
       𝑧)                ζ                               式      

  

  
 

  

  

  

  
 

  

  

  

  
 

  

 𝑧
          ζ                            式      

ここで， 
  

  

  

  
  , 

  

  

  

  
  としている．つまり船体周りの流場変化が x,y方向（ここ

では船長，船幅方向）に対しては穏やかであり，また，入射波の x,y 方向の流場変化が穏

やかであると仮定している． 
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Ⅲ 船体表面条件 

 境界条件としては，「流体粒子が船体表面を貫通しない」という条件になる．前進座標

系からみた船体表面条件としては，船体法線方向の流速＝船体法線方向の速度 ̇と考え，

船体表面の外向き法線ベクトル  (        )と船体表面  を用いて以下の式となる． 

                 ̇                                                       式      

ここで    を代入すると上式の左辺は，以下の式となる． 

                {  𝑒         }            
 

  
             式      

よって，式 3.5と式 3.6から以下のようになる． 

 

  
            ̇                                                       式      

 

B.4 流体力を求める 

まず，σj を各要素の吹き出し強さとし，位置 rjで面積 Aj に作用するとすれば，任意の位

置 riにおける速度ポテンシャルは次のように表される． 

   ∑ ∫
 𝑗

|    𝑗|
 

 𝑗𝑗

  𝑗                                                            式      

船体表面の圧力は Bernoulli の式で与えられる． 

𝑝

𝜌
 

  

  
 

 

 
       𝑧                                                      式      

船に作用する流体力は船体表面圧力を積分することにより得られる．ここで，船体表面

の外向き法線ベクトル  (        )と船体表面  である 

       ∬ 𝑝       
  

                                                          式      
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B.5 運動方程式を解く 

 質量マトリクスは一般的に以下の式のように書ける．ここで，𝑀は船体の質量，

( 𝐺, 𝐺,𝑧𝐺)は船体の重心座標，𝐼  ,𝐼  ,𝐼𝑧𝑧は慣性モーメント，𝐼  ,𝐼 𝑧,𝐼𝑧 は慣性乗積である．今は

重心が(0,0,−𝑂𝐺)となるように座標系 ‐  𝑧を定義しており，また船体は左右対称だとする

と , ,𝑧軸は慣性主軸と平行であるから慣性乗積は消える． 

𝑀 𝑗  

[
 
 
 
 
 
 𝑀               

        𝑀        
               𝑀    

 𝑀   𝑀  

 𝑀   𝑀  

𝑀   𝑀   

  𝑀  𝑀  

𝑀    𝑀  

 𝑀  𝑀   

𝐼        𝐼      𝐼  
𝐼        𝐼      𝐼  

𝐼        𝐼      𝐼  ]
 
 
 
 
 
 

           式      

 

𝑀 𝑗  

[
 
 
 
 
 
𝑀               
        𝑀        
               𝑀    

  𝑀𝑂𝐺̅̅ ̅̅          
𝑀𝑂𝐺̅̅ ̅̅           

           

 𝑀𝑂𝐺̅̅ ̅̅  
 𝑀𝑂𝐺̅̅ ̅̅   

   

𝐼             
           𝐼   

                  𝐼  ]
 
 
 
 
 

         式      

 

ここで，船体運動を計算するは一般的に船体重心を原点とすることが多い．そのため

𝑂𝐺̅̅ ̅̅   なる．よって船体加速度各成分{           ̈    ̈   ̈}は以下の式で表すことができる． 

[
 
 
 
 
 
𝑀   
 𝑀  
  𝑀

𝐼    
 𝐼   

   𝐼  ]
 
 
 
 
 

{
  
 

  
 
  

  

  

  ̈

  ̈

  ̈}
  
 

  
 

 

[
 
 
 
 
 
   
    
   

     
     

     ]
 
 
 
 
 

{
  
 

  
 
  

  

  

  ̇

  ̇

  ̇}
  
 

  
 

 

{
 
 

 
 

  
  
  
   
   

   }
 
 

 
 

式      

ここで，[C]は速度に対する減衰係数，{          ̇     ̇   ̇}は速度及び回転速度である． 

以上のことから，船の運動加速度（HEAVE=  ，PITCH=  ̈）は           𝑀⁄ および

  ̈  (         ̇) 𝐼  ⁄ となり，連立方程式を解くことなく計算することができる． 
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B.6 Newmarkのβ法を用いた構造解析法 

 Zwave で計算された波浪荷重を全船 FEM にマッピングする方法，及び Newmark の β 法

を用いた構造解析法の概要についてまとめる． 

 

B.6.1. 運動方程式 

運動方程式を以下に示す． 

[𝑀]{ ̈}  [ ]{ ̇}  [ ]{ }={ }                              式      

ここで， 

[𝑀]  [𝑀 ]  [𝑀 ] 

[ ]   [𝑀 ]   [ ] 

{ }  {  }  {  } 

[𝑀] 質量マトリクス 

[ ] 減衰マトリクス 

{ } 荷重ベクトル 

[𝑀 ] 構造質量マトリクス 

[𝑀 ] 付加質量マトリクス 

{  } 波浪変動圧荷重ベクトル 

{  } 慣性力荷重ベクトル 

    レイリー減衰パラメータ 

これを Newmarkの β 法をつかって計算する． 
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B.6.2. 付加質量[  ]について 

流体-構造連成を解析する上で付加質量効果が精度に影響を与える．解析手法として，

仮想質量法，オイラー定式法（ソリッド要素でモデル化）である音響連成手法の 2 種類が

ある．仮想質量法は流体領域をソリッド要素等でモデル化する必要がなく，使用方法が簡

便なため船舶における適用例は多い．仮想質量法として，いくつか提案[B-3][B-4]されてい

るが，ここでは特異点分布法による流体-構造連成の解法を紹介する．仮想質量法では，

流体を非圧縮性の理想流体と仮定する． 𝑗を各要素の吹き出し強さとし，位置 𝑗で面積 𝑗

に作用するとすれば，任意の位置  における速度ポテンシャル及び流速        𝑗⁄ は次

のようになる． 

  

   𝑗
   π   ∑ 𝑗 ∬

 

   𝑗

 

|    𝑗| 𝑗

 

𝑗

  𝑗                                          式      

 

ここで，  𝑗はポイント から に向かう方向の単位ベクトルである．集約して以下のよう

にマトリクス表示する． 

 

[ ]  [ ]{ }                                                                              式      

 

ただし， 

  𝑗  ∬
 

   𝑗

 

|    𝑗| 𝑗

  𝑗        ≠                                              式      

  𝑗    π                                                                                     式      

 

次に速度ポテンシャルは次式で与えられる． 

 

   ∑ 𝑗 ∬
 

   𝑗

 

|    𝑗| 𝑗

 

𝑗

  𝑗                                                     式      

 

以下のようにマトリクス表示する． 

 

{ }  [𝐵]{ }                                                                                        式      
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式(9)に式(8)を代入すると速度ポテンシャルは以下のようになる． 

 

{ }  [𝐵][ ]  {  }                                                                               式      

 

動的流体圧𝑃は，流体密度𝜌を，速度ポテンシャルを として下記のように表される． 

 

𝑃   𝜌
  

  
                                                                                         式      

 

式 B.33, B.34 より任意の位置  における動的流体圧𝑃 は次のようになる． 

 

[𝑃]   𝜌[𝐵][ ]  
 

  
{  }                                                              式      

 

要素に作用する力{ 𝑓 𝑢 𝑑}を要素の面積マトリクス[ ]を用いて以下のように書く． 

 

{ 𝑓 𝑢 𝑑}  𝜌[𝐵][ ]  [ ]{�̈�}  [𝑀 ]{�̈�}                                  式      

 

式(11)右辺の[𝑀 ]が仮想質量マトリクスであり，通常の構造の質量マトリクスに足し合わせる

ことで流体の運動による慣性効果を表す． 

 

B.6.3. 波浪変動圧荷重ベクトル{  }：Zwave パネル-全船 FEM マッチ

ング 

Zwave で求めた波浪変動圧荷重ベクトルを全船 FEM へ受け渡すとき，Zwave パネルの

節点と全船 FEM（黄色部）の節点が必ずしも一致しないこともあるので，両者の節点の

マッチングを行う必要がある．ここで，図のように Zwave パネルの要素を構成する節点を

0（x0,y0,z0）,1（x1,y1,z1）,2（x2,y2,z2）,3（x3,y3,z3）と定義する． 

 

0 1

3 2
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全船 FEM（黄色部）の節点 1’(x,h,q)は，Zwave パネルの節点 0,1,2,3 と形状関数（重み

係数）を用いて以下のように表すことができる．なお，ZPLATE では s2jinf なるプログラ

ムによって各節点の形状関数（重み係数）を求めている． 

x = N0x0+N1x1+N2x2+N3x3 

h = N0y0+N1y1+N2y2+N3y3 

q = N0z0+N1z1+N2z2+N3z3 

 
 

また，節点 0,1,2,3 それぞれの位置における物理量（ここでは圧力）を p0,p1,p2,p3 とすれば，

上記の形状関数を用いて節点 1’位置での物理量を内挿することができる．なお，ZPLATE

では s2jinf で求めた形状関数を基に pl2pl なるプログラムにて圧力をマッピングしている． 

p’= N0p0+N1p1+N2p2+N3p3  

0 1

3 2

1'
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B.6.4. 慣性力荷重ベクトル{  }について 

(1) 波浪荷重ベクトル{  } 

船に作用する流体力は船体表面圧力を積分することにより得られる．ここで，船体表面

の外向き法線ベクトル  (        )と船体表面  である 

       ∬ 𝑝       
  

 

 

(2) 船体各節点に作用する慣性力{  } 

構造を剛体と仮定し波浪変動圧力荷重{  }による重心回りの加速度{           ̈   ̈   ̈}

を求め，各節点に働く慣性力を計算する．ここで，船体加速度各成分{           ̈   ̈   ̈}

は以下の式で表すことができる． 

[
 
 
 
 
 
𝑀   
 𝑀  
  𝑀

𝐼    
 𝐼   

   𝐼  ]
 
 
 
 
 

{
  
 

  
 
  

  

  

  ̈

  ̈

  ̈}
  
 

  
 

 

[
 
 
 
 
 
   
    
   

     
     

     ]
 
 
 
 
 

{
  
 

  
 
  

  

  

  ̇

  ̇

  ̇}
  
 

  
 

 

{
  
 

  
 

    

    

    

     

     

     }
  
 

  
 

 

ここで，[C]は速度に対する減衰係数，{          ̇    ̇   ̇}は速度及び回転速度である．節

点 j において，船体重心からの座標ベクトルを｛r｝jとすれば，節点 j における加速度 {a}j 

は以下のようになる． 

 {a}j ＝ {a} ＋ { ̈} ×｛r｝j 

 

各節点 j の慣性力{  }は，上式から求めた{a}j と等価質量 Mi より，{  }   [𝑀 ]{a}jで与

えられる． 

 

B.7 計算時間および制約 

本論文に述べる規則波中および不規則波中の計算では，主記憶 12GB，CPU Core i7 980 

3.3GHz 6 core の計算機を用いた並列計算を行い，1 ケースあたりおよそ 1週間程度の計算

時間を要する．また，波高について，5m を超えると発散して計算できないケースがある． 

また，自由表面パネルの長さ(水槽長さ)，パネル数は可能な限り大きく取ることが望まし

いが，限られたメモリーと時間内で計算を実行するため，水槽長さを船長の 11.5 倍に抑



162 
 

える必要がある．実用的なレベルにするためには計算時間の短縮と計算のロバスト性向上

も課題である． 

 

B.8 システムの検証（不規則波中の計算） 

B.8.1. 解析条件 

対象船は 8600 TEU コンテナ運搬船とし，ZWAVE に用いたモデルを Fig.B-2，弾性応答

解析に用いた全船 FEM モデルを Fig.B-3 に示す．ZWAVE に用いたモデルのメッシュサイ

ズは凡そ 10mとし，FEM モデルのメッシュサイズはおよそ 3mとした．計算は 1 時間の時

系列データを得た時点で終了させた．なお，波向きは向波に限定した．有義波高は 5m，

平均波周期は 8 秒，10 秒，12 秒，14 秒，16 秒の 5 ケース，船速は 10kt，20kt の 2 ケース

とした． 

 
Fig. B-2 Simulation model for Rankin source method (ZWAVE). 

 

Fig. B-3 Whole ship FEM model. 

B.8.2. 船体運動結果 

 規則波中での水面の様子を Fig.B-4，Fig.B-5，Fig.B-6 に示す．Heave，Pitch の計算結果

を Fig.B-7，Fig.B-8 に示す．これらの図にはストリップ法による結果も併せて示す．これ

らの図より計算結果はストリップ法と概ね一致していることが確認できた． 
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Fig.B-4 規則波中の水面の様子（波高 15m，λ/L=1.0，V=20knot） 

 

 

Fig.B-5 step=2890（波高 15m，λ/L=1.0，V=20knot） 

 

 

Fig. B-6 step=2944（波高 15m，λ/L=1.0，V=20knot） 



164 
 

 

Fig. B-7 Heave の結果比較 

 

 

Fig. B-8 Pitch の結果比較 
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B.8.3. 船体弾性応答結果 

弾性振動応答の検証において，まず，パワースペクトル周波数と出会い波周期，有義値，

1/1000 の期待最大値について実船計測結果と解析結果を比較した． 

(1) パワースペクトル周波数と出会い波周期 

 パワースペクトルに関し，シミュレーションで得られた結果と実船計測結果の比較を

Fig.B-9 に示す．Fig.B-10 は，船の中央位置での生データとフィルター処理されたデータの

時系列を示す．これらの図より，コンテナ船の弾性振動応答も明確に観察できる．Fig.B-9

によれば，波浪応答の周波数は 0.098 Hz（10.2 s）に等しく，これは実船計測結果とほぼ一

致した．弾性振動応答の周波数成分は 0.498 Hz（2.01 s）であることが観察され，実船計測

結果で得られた弾性振動応答の周波数成分である 0.518 Hzと比較してわずかに低くなった

が，概ね一致している．この差は喫水の違いであると考えられる．実船計測結果の喫水は

13 mであったが，シミュレーションでの喫水は 14 mであった．出会い波周期を推定する

ために，ゼロクロス周期は，波成分に対してゼロアップクロッシング法を使用して取得し

た．各サイクル中のホギングとサギングの生データと波成分の振幅極値をカウントした．

船体中央でのゼロクロス周期は，実船計測結果で 11.1 秒，シミュレーション結果で 10.7秒

であることが観察され，良好な一致を示した． 

 

 

Fig. B-9 Comparison between simulation results and full-scale measurements in terms of stress spectrum 

at mid-ship 
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Fig.B-10 Time series of simulation results concerning stress values at mid-ship 

 

(2) 有義値と 1/1000 期待値 

 コンテナ船の前部，中部，および後部のアッパーデッキ上の 1/1000 最大期待値に関し，

得られた上位 20％の極値を使用して，最小二乗法によりワイブル分布に近似して求めた．

ホギング応力の超過確率を FigB-11 から FigB-13 に示す．Table B-1 にホギング応力最大値

と有義値を示す．ここで，弾性振動応答を含む応力の 1/1000 期待値と波浪応答成分の

1/1000 期待値の比を Whipping ratio と定義する．また，Table B-1 をグラフ化したものが Fig. 

B-17 である 1/1000 最大期待値に関し，シミュレーション結果は，船体中央部の実船計測

結果と比較して 32％小さかった．船体後部と前部では，シミュレーションの波浪応答は実

船計測結果と比較して約 15％小さくなった．弾性振動応答を含む全応力に関しては，シミ

ュレーションの船体中央部の応力は，実船計測値よりも約 6％低かった．前部および後部

の応力は，12〜18％大きかった．Whipping ratio に関しては，シミュレーション結果は実船

計測結果よりも大きかった．さらに，Whipping ratio は後方に向かって大きくなる傾向がシ

ミュレーションと実船計測で同様に観察された．これは，弾性振動応答成分と比較して，

波成分が後方へ行くほどの急激な減少が起きたこと原因と推察される． 

 Fig. B-14 から Fig. B-17 にコンテナ船の前部，後部，および中央部にサギング応力の超過

確率を示す．Table B-2 に 1/1000 最大期待値を示す．Fig. B-18 および Table B-2 によれば，

波浪応答のシミュレーション結果は，実船計測結果と比較して 35〜61％大きく，シミュレ

ーション結果の弾性振動応答成分は実船計測結果と比較して 23〜46％大きいことが観察さ

れた．したがって，サギング応力に関して，提案したシステムで得られた結果は過大評価

される傾向にある．シミュレーションで用いた喫水は実船計測結果よりも深くしたので，

船首フレアへの波荷重が加わる頻度が多くなった可能性がある．過大評価の詳細な理由は

解明できていないが，この比較的大きなバウフレアのスラミング圧力は，より高いサギン

グ応力の発生につながる可能性があることを確認できた．Whipping ratio に関して，シミュ
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レーション結果は実船計測値と比較してわずかに小さい値を示したが，両者で同様の傾向

が見られた．  

 

  

 (a-1) aft part without whipping component  (b-1) aft part with whipping component 

Fig. B-11 Comparison between simulation results and full-scale measurements concerning the 

exceedance probability of hogging stresses in the aft part of the container ship. 

  

(a-2) mid-ship without whipping component  (b-2) mid-ship with whipping component 

Fig. B-12 Comparison between simulation results and full-scale measurements concerning the 

exceedance probability of hogging stresses in the mid part of the container ship. 
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(a-3) fore part without whipping component  (b-3) fore part with whipping component 

Fig. B-13 Comparison between simulation results and full-scale measurements concerning the 

exceedance probability of hogging stresses in the fore part of the container ship. 

  

(a-1) aft part without whipping component  (b-1) aft part with whipping component 

Fig. B-14 Comparison between simulation results and full-scale measurements concerning the 

exceedance probability of sagging stresses in the aft part of the container ship 
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(a-2) mid-ship without whipping component (b-2) mid-ship with whipping component 

Fig. B-15 Comparison between simulation results and full-scale measurements concerning the 

exceedance probability of sagging stresses in the mid part of the container ship 

  

(a-3) fore part without whipping component  (b-3) fore part with whipping component 

Fig. B-16 Comparison between simulation results and full-scale measurements concerning the 

exceedance probability of sagging stresses in the fore part of the container ship 
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Table B-1  Results of statistics analysis (Hogging) 

 

Wave components 

[MPa] 

Wave with Whipping 

[MPa] 
Whipping 

ratio 

(B/A) 

Significant values 1/1000 

expected 

maximum 

values (A) 

1/1000 expected 

maximum values (B) Range Amplitude 

Measurements 

AFT 40.6 20.0 41.1 53.4 1.30 

MID 67.8 36.1 62.6 76.5 1.22 

FORE 40.7 20.0 36.6 41.8 1.14 

Simulation 

AFT 41.9 18.8 35.2 59.8 1.70 

MID 52.4 23.7 42.5 71.7 1.69 

FORE 38.2 16.6 30.1 49.3 1.64 

 

Table B-2  Results of statistics analysis (Sagging) 

 
Wave components 

[MPa] 

Wave with Whipping 

[MPa] 
Whipping 

ratio 

(B/A)  
Significant 

values 

1/1000 

expected 

maximum 

values (A) 

1/1000 

expected 

maximum 

values (B) 

Measurements 

AFT 22.1 51.1 75.8 1.48 

MID 33.7 65.6 102.1 1.56 

FORE 22.1 52.3 74.8 1.43 

Simulation 

AFT 25.7 82.5 110.3 1.34 

MID 31.8 88.6 125.7 1.42 

FORE 23.7 79.7 95.5 1.20 
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Fig. B-17 Results of statistics analysis (Hogging) 

 

Fig. B-18 Results of statistics analysis (Sagging) 

Measurement
Simulation

Measurement
Simulation
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